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貿易理論/原理と証拠の乖離をどう理解するか* 
                       塩沢由典(中央大学・京都大学**) 

（１）二つの貿易理論 
学部レベルの国際経済論の教科書には、貿易理論としてきまってふたつの理論が紹介され

ている。ひとつは Ricardo 理論であり、もうひとつは Heckscher-Ohlin の理論(以下、「HO
理論」と略記する。現代的定式化を行った Samuelson を含めて、Heckscher-Ohlin の理論

ないし HOS 理論ということも多い)である。これらの他に、特殊要素理論、中間財、要素

移動などが説明されているものもあるが、必須の主題となっているとはいえない。このほ

か、規模の利益を主題とする「新貿易理論」、企業活動に注目する「新新貿易理論」と称す

るものがあるが、これらは、後に取り上げるように、貿易の一般理論といえるものではな

い。 
この評価に立つと、現在、貿易理論には、基本的には、Ricardo 理論およびその変種と

HO 理論およびその変種の二つがあることになる。２つの理論のあいだにいかなる違いがあ

るのであろうか。教科書的には次のように説明される。Ricardo 理論では、２国の技術が異

なるから貿易が生まれる。HO 理論では、要素賦存の比率が国により異なるから貿易が生ま

れる。このことは、どの教科書にも書かれている。しかし、これは二つの異なる状況から

貿易が生まれるという説明であり、理論としての対立ではない。また、ふたつの説明要因

のうち現実の貿易において、どちらがより重要な作用であるかについてついてもほとんど

触れられることがない。代わりに、多くの教科書では、Ricardo 理論は労働という１種類の

生産要素のみが投入されると仮定し、HO 理論は資本と労働という２種類の生産要素が投入

されるという対比が指摘される。そして、近代的な生産では機械装置等の資本を用いるの

が普通であるから、Ricardo 理論より、HO 理論の方がより進んだ理論であるといった説明

が加えられる1。 
 もし、これが本当ならば、Ricardo 理論は学説史的な意義しかないはずであるが、①国際

貿易論の講義に比較優位という考え方を省くことはできない、②比較優位という考え方の

説明には、Ricardo の例で説明した方が説明しやすい、という二点によって、Ricardo 理論

はつねに言及される対象となっている2。いずれにしても、教科書全体の構成から学生の受

ける印象は、Ricardo 理論は分かりやすいが、本格的には HO 理論で考えなければならない

というものである。国際経済の理論や実証に携わる大多数の専門家の認識も、これからあ
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1 もしそうでなければ、ことなるメッセージをもった教科書がもっと現れるはずである。竹森俊

平『国際経済学』は、日本人の手になるすぐれた教科書と思われるが、「もともとヘクシャー=
オリーン・モデルにくらべて優れている点は「一般性」だから」(p.118)といった表現が見られ

る。しかし、ヘクシャー=オリーン・モデルのほうが(リカード・モデルより)一般的であるとい

う主張は、ヘクシャー=オリーン・モデルが任意個数の生産要素を認めるのにたいし、リカード・

理論では労働のみが本源的な生産要素となっているという違いを除いては成立しないとおもわ

れる。 
2 教科書によっては、HO 理論も比較優位の理論であるという解説も見られる。HO 理論の比較

優位とリカードの比較優位とは、まったくその性格が異なる。この両者をおなじ比較優位の理論

とみなすことは、HO 理論とリカード理論(ないしその拡張理論)との対立をあいまいにしている。 
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まり遠くないと思われる。 
 しかし、Ricardo 理論と HO 理論とのあいだには、じつは大きな理論上の対立があり、一

方は他方を否定する関係にある。つうじょう理解されている補完的な関係ではない。この

対立は、以下に展開するように、貿易に関するほとんどあらゆる場面で異なる理解をもた

らす。その違いは、とうぜん、貿易政策のあり方にも差異をもたらす。この対立は、過去

のものでも、神学的なものでもない。じっさい、２年前に起こった Dani Rodrik と Gregory 
Mankiw のあいだに起こったブログ上の論争は、最終的には Ricardo 理論で考えるか、HO
理論で考えるかの対立であった。 
 
Rodrik 対 Mankiw 
この論争は、ハーバード大学の二人の教授のあいだで起こった。Rodrik は国際政治経済学

の旗手、Mankiw はやはりニュー・ケインジアンの旗手の一人であり、日本でも有名なミ

クロ・マクロの教科書の著者である。 
 論争そのものは、Rodrik のブログ記事に対する Daniel Drezner のブログ記事から始ま

った。この論争の経緯は、Mark Thoma(2007)に詳しく紹介されている3。 
 Rodrik は、再分配によって利害が分かれるときには、その再分配がどのように起こった

か、その手続きは公正なものであったか注意するのが当然であると指摘する。ところが、

比較優位について学生たちに教えるとき、経済学はつうじょう貿易の利益のみに注目し、

分配の問題を無視するよう期待している。街の普通の人々の反応は、経済学が誘導仕様と

する結論と違ったものである。Rodrik は、政治経済学からみた経済学の問題点をこう指摘

した。これに対し、Drezner は「このブログが直面した最大の脅威」というセンセーショ

ナルな表題の記事を掲げ、貿易によって物価が下がることを Rodrik が見落としていると反

論した。これに対して、「自由貿易は物価を低下させるか」という記事で Rodrik は次の議

論を展開した。以下はその要旨。 
Drezner の指摘は、貿易の効果に関する共通の誤解を反映している。グローバル化の推奨

者たちは、好んで、自由貿易は物価を下げるという。しかし、これは比較優位を正しく理解

するものではない。比較優位が教えることは、貿易は相対価格を変えるのであって、物価水

準を変えるということではない。貿易の開始により、輸入品の価格が下がれば、輸入品の価

格は上昇する。貿易の利益は、輸入品により多くを依存するものについてのみ言えることで

ある。したがって、小麦と肉をたくさん消費するアルゼンチン人にとって貿易開始は(輸出品

である小麦と肉の価格が上昇するため)消費者物価を押し上げる。 
この記事に対し、Mankiw が介入する。Mankiw は「自由貿易は物価を低下させるか」

と同じ表題の記事を投稿し、次のように自由貿易を擁護する。理論的には Dani は正しい。

しかし、以下の二つの理由によって、Mankiw は Rodrik よりも「物価低下」説に同情的だ

という。第１に、貿易擁護派が輸出を擁護する立場にたつことは稀にしかない。貿易に対

する苦情は、ふつう輸入の効果として職が失われることにある。この苦情は部分均衡に基

づくが、それに対する反論も、しばしば部分均衡論でなされる。輸入品市場における生産

者の損失は、物価低下による消費者の利益によってより大きく償われる。これらは、部分

均衡に基づく議論であり、本来は一般均衡理で議論しなければならない。第２に、ひとび

とは直観的に名目賃金をニュメレールに選ぶことがある。そこで、ひとびとが「貿易が物

価を低下させる」というとき、それは貿易が実質賃金を上げるという意味に解釈しなおさ

なければならない。「貿易が物価を低下させる」というのは、Ricardo 理論を一般公衆に親

                                                  
3 参考文献には、Rodrik と Mankiw のそれぞれ１つ記事と Mark Thoma の Blog 記事のみを挙

げてある。本論文中の他に引用されたものは、すべて Thoma(2007)に引用されている。 
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しみやすく表現したものである、と。 
 Mankiw の記事に対し、Rodrik は「教室でのまちがった答えが、公開の場で正しい回答

となりえるか」(Rodrik 2007)と題して反論する。貿易理論には、自由貿易が労働者の実質

賃金を上昇させるという定理はどこにもない。Stolper と Samuelson の定理がこのことを

遠い昔から示している。Mankiw は Ricardo モデルに言及するが、それは労働が唯一の生

産要素とされるきわめて特殊なモデルでしかない。Rodrik は、こう指摘した上で、教室で

は認めない答えを一般向けに Mankiw が発信するのは学問の態度として好ましくないと批

判した。 
 この批判に対して Mankiw は、すべてのモデルは単純化されているが、議論する課題に

照らして過剰な単純化であるかどうかが問題だと応えたあと、さらに「Ricardo versus 
Heckscher-Ohlin」という記事を公表する。その中で、Mankiw はこう主張した。 
  「Heckscher-Ohlin モデルは、資本と労働という二つの生産要素を前提にする。この方が[労

働のみを生産要素とする ]Ricardo モデルよりたしかにより現実的である。しかし、

Heckscher-Ohlin モデルにおいてより重視しなければならないことは、資本が国から国へと

移動できないとするという仮定である。この仮定は、多くの結果に鍵[となる条件]である。し

かるに、今日のグローバル経済では、資本は国境を越えてはるかに流動的である。この事実

に照らしてみれば、労働を唯一の生産要素とするモデルで分析する方がむしろうまくいくの

ではないか。」([]内は引用者補足) 
Mankiw の主張には、多くの論者から批判がでた。上の主張を説明すべく、Mankiw は

生産関数を用いた説明まで試みているが、大方の反応は、ここで Ricardo 理論を持ちだす

のは苦しい言い逃れというものだった。Mankiw は、このあと小さな反論を除いて沈黙し

てしまうので、論争の流れは Rodrik が勝った形で終わっている。Rodrik は「貿易と価格:
試論的まとめ。これでみなが合意できるか。」と題する７点にわたる整理を発表する。議論

は他の論点にも拡散しているので、本論文の主題に関係する最初の３点のみを掲出する。 
  1. 貿易政策は、物価水準を通してではなく、諸財の相対価格に関する効果を通して作 

用する。 
  2. 相対価格の変化に関して自分自身がどちらの側に立つかに依存して、消費者や生産 

   者のどの特定のグループも、自由貿易により不利を蒙りうる。 
  3. 系：自由貿易が実質賃金を上昇させるという保証はない。 
 これに対する Mankiw 自身の反論はない。以上の経緯をまとめた Mark Thoma(2007)の
ブログ Econimst's View には、論争自体に対する 12 人計 30 本以上のコメントが載ってい

るが、その中で注目されるものとして paul のコメントがある。２本のコメントの第２のも

ので paul は、ケンブリッジ対ケンブリッジ資本論争に触れている。周知のように、両ケン

ブリッジ論争は、理論的にはイギリス・ケンブリッジの勝利に終わった。集計された資本

概念とそれに基づく生産関数には論理的に誤りがある。資本逆行という現象があるからで

ある。Samuelson(1966)は、その可能性をみとめた上で、しかしそれは経験的には重要でな

いという理由で、枠組みを変える必要を認めなかった。経験的重要性は論理的誤りとは無

関係なはずである。しかし、結果として、経済学者たちは論理的に誤りのあるモデルを使

い続けた。この点で、イギリス・ケンブリッジは実質的に武装解除されてしまった。

Samuelson は、敗北の「あご」の中から勝利を掴み返した。Mankiw の狙っているのは、

それかもしれない。こう paul は指摘している。この指摘の真意は分からない。Rodrik に警

戒を呼びかけるものであるようでもあるが、じつは Rodrik が基盤とする HO 理論の論理的

基盤に疑いをかけるものでもあるからである。 
わたしは Mankiw の自由貿易擁護論に組みするものでも、ニュー・ケインジアンの立場

に立つものでもない。しかし、次に示すように、Ricardo 理論ないしその拡張の立場に立つ
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観点からRodrik対Mankiwの論争を見ると、Mankiwの指摘は正しいといわざるをえない。

反対に、Rodrik の反論は、貿易政策の政治問題を正しく理解する上でもまちがった議論を

展開しているものに思える。じじつ、Rodrik は貿易が失業を生むことなどを問題としなが

ら、自由貿易擁護派の Mankiw に反論するにあたって、失業問題の生まれることのない HO
理論の枠組みを用いて Mankiw の論理的齟齬を指摘するにすぎない。揚げ足取りとしては

良くても、それでは究極的に貿易摩擦の政治経済学を確立することはできないであろう。

Rodrik は、みずからの「まとめ」の 1 と 2 に見るように、貿易摩擦の問題を相対価格の変

化を通しての有利・不利の問題にすり替えるというまちがいを犯している。 
 Rodrik 対 Mankiw 論争には、Ricardo 理論と HO 理論とが政策に対してもつ含意が(いさ

さか捩れた形で)凝縮的に示されている。Ricardo 理論か HO 理論かという問題は、神学論

争でも無意味な理論論争でもなく、現実的意義をもった理論問題である。 
 
Ricardo 理論からの解釈 
Mankiw は、Ricardo 理論に基づけば、自由貿易が実質賃金を上昇させるとして、その証明

まで提出している。生産関数をもちいるその証明をわたしは支持しないが、かれが言おう

としたこと、すなわち自由貿易が実質賃金を上昇させるという主張自体は、(もちろん、以

下で明らかになる一定の条件をおく必要はあるが)正しい。 
もちろん、Mankiw の主張をそのまま受け入れることはできない。Mankiw は、Ricardo

理論に基づけば、自己の主張が支持されると主張する。しかし、論争の中で問題となって

いるように、ある問題を議論するに当たって、自分に都合のよい理論をもちだすだけでは

説得力がない。Mankiw は、HO 理論がより現実的な理論であると認めながら、資本移動が

大いに行なわれる現代経済においては、資本を固定された生産要素としない Ricardo 理論

の方がより役にたつと説明する。しかし、ここには決定的に欠けている理論の問題がある。

伝統的な Ricardo 理論では、多数国・多数財に拡張されたものであっても、原材料や資本

設備の投入はいかなる形でも考えられていない。Ricardo 貿易理論では、理論枠組の中に資

本は存在しない。だから、資本が国境を越えて自由に移動する時代には、資本が固定され

ている HO 理論より、資本理論を持たない Ricardo 理論の方が有用であるというのは、論

理的に大きな飛躍があり、端的にいうなら論理のすり替えである。 
しかし、わたしが上で、「Ricardo 理論ないしその拡張の立場に立つ観点から Rodrik 対

Mankiw の論争を見ると、Mankiw の指摘は正しい」といったのは、Ricardo 理論が固定さ

れたものではなく、発展するものであるからである。じっさい、Mankiw 自身が知ること

はできなかったにせよ、2007 年 3 月までの時点で、Ricardo 理論は、貿易される財が中間

財として投入される場合にまで理論が拡張された。その到達点からみると、Ricardo 理論は、

まさに「資本が国境を越えて自由に移動する時代」の理論であり、その理論の含意として、

「貿易が実質賃金を上昇させる」という Mankiw の指摘は(すでに述べたように、一定の前

提のもとにおいて)正しく、Rodrik の「まとめ」にしたがう必要はない。 
従来のRicardo理論と中間財が貿易される場合をも含む新しく構成しなおされたRicardo

理論とを区別するために、ここでは新理論を Ricardo-Sraffa 理論と呼ぶことにしよう。

Sraffa 自身が貿易理論を展開したことはないが、Sraffa は(貿易理論とはかぎらない) 
Ricardo 理論を「商品の商品による生産」として現代に再展開しようとした中心人物である。

どちらかといえば、対立する立場にある Samuelson(2001)が、この方向を Ricardo-Sraffa 
Paradigm と呼んだことからも、この命名は正当化されるであろう。塩沢由典(2007)および

Shiozawa(2007)に発表された Ricardo-Sraffa 貿易理論では、次の状況の中で Ricardo 型の

一般理論がどのように構成されるかの基本的枠組みが示されている。 
 ①世界には M 国と N 種類の財とＬ個の技術がある。 
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 ②生産技術は、線型で単純生産型である。 
 ③各技術に属する生産では正の労働と非負の財が投入される。 
 ④各国は、生産可能な技術体系をもつ。 
 ⑤各国は、一定の労働力をもち、労働力は国を越えて移動しない。 
 ⑥生産された財は費用なしに国を越えて移動し利用される。 
単純生産型という仮定は、固定された耐久期間内で一定の効率をもつ資本財の場合に容易

に拡張することができるので、連産型の結合生産などを除く以外には実質的に制約となる

ものではない。また、ひとつの財を生産する(純産出する)技術は、各国に複数与えられてい

る可能性を排除しないので、技術選択の問題も内包されている4。 
 ここで学説史的な注意をすこし補足すれば、Ricardo 理論に資本投入を取り込む問題は、

すでに 1960 年代に解決している。Jones(1961)が挙げるように、生産された財が貿易され

ない場合と、生産財が貿易されるとしても、財の投入係数がすべての国で等しいならば(対
称の場合)、労働投入係数の代わりに生産価格を用いることにより、Ricardo 貿易理論はほ

ぼ同じように構成できる。しかし、国ごとに生産技術が異なり、生産された財が貿易され

て他の国の投入財となる経済においては、各国の生産価格は、他の国の賃金率などに依存

するものとなり、一般的な理論を展開することが困難であった。中間財の貿易を含む

Ricardo 理論の研究は、高増明(1991、第 1 章第 5 節)にも取りあげられているが、近年でも

東田啓作(2005b)の貢献など少数の文献を数えるにすぎない。Ricardo-Sraffa 理論は、この

ような状況にひとつの突破口を開くものである。 
 Ricardo-Sraffa 理論では、各産業は一定の上乗せ率をもつものとして分析が進む。上乗せ

率をμとするとき、投入係数の代わりに、それらを(1+μ)倍した係数を用いれば、賃金率・

価格体系に関するすべての分析は、利潤率 0 の場合と同様に進行する。この分析は、上乗

せ率を変化させた場合に、世界価格がどのように変化するかについてはなにもいうことは

できないが、上乗せ率の変化に関係しない分配問題については、多くの点で Ricardo 理論

を踏襲する結論が得られる。 
 たとえば、Rodrik対Mankiw論争のひとつの争点となった労働者の実質賃金については、

上乗せ率が変わらない(つまり資本収益率が不変である)という前提のもとに、雇用された労

働者の実質賃金は、一般に上昇することが示せる(塩沢 2007 定理 6.3、Shiozawa 2007§
4.2)。より正確に言えば、貿易前の m 国の賃金率と価格を wmおよび pm=(pm1, pm2, ... , pMN)
とし、貿易後に世界的に成立する各国の賃金率体系と競争価格を w*=(w*A, w*B, ... , w*M)
と p*=(p*1, p*2, ... , p*N)とするとき、 pm/wm ≧ p*m/w*m が成立する。不等式が≧かつ≠

である条件、＞となる条件については別途考察する必要がある。したがって、Ricardo-Sraffa
理論においては、貿易は実質賃金を(広い意味で)上昇されるということができる。 
 ただ、上の命題には、条件が付く。それは労働者が雇用され続けるという仮定である。

貿易開始により、生産量の調整が必要になり、失業が生まれているとき、失業者について

は実質賃金の上昇下落の比較は意味をなさない。国際政治経済学者の Rodrik は、ほんとう

はこのように失業の不利益と物価下落の利益とを対比して議論すべきであったが、HO 理論

に基づいて議論してしまったために、失業の不利益の問題を理論的に取り上げることがで

きなくなっている。HO 理論か Ricardo 理論かは、じつは国際政治経済学にとっても大きな

論争点である。 
 本論文は、Ricardo 理論か HO 理論かという二つの理論枠組みの選択問題を検討すること

                                                  
4 Cob-Douglas 型や CES 型などの生産関数は、無数の線型の技術の集合とみなせば、Ricardo- 
Sraffa 理論における技術選択の問題として扱える。この意味で、拡張された Ricardo-Sraffa 理

論は、技術に関するかぎり HO 理論よりははるかに一般的である。 
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にある。理論枠組の検討は、とうぜん、理論枠組み自体の妥当性と、貿易理論が社会科学

である以上、経験的証拠との突合せという二つの観点からなされなければならない。第２

節以降でそれを試みるが、その前に、1960 年代以降の国際貿易論の発展史について、簡単

な補足をしておこう。新貿易理論ないし新新貿易理論の出現によって、Ricardo 理論も HO
理論も乗り越えられたなどという理論内容を無視した理解が一部に見られるからである。 
 
新貿易理論あるいは収穫逓増の貿易理論 
Krugman は、Krugman(1979, 1980)などにおいて、収穫逓増のある場合の貿易理論を展開

し、収穫逓増こそが先進国諸国間の産業内貿易の増大を説明できる唯一の貿易理論である

と主張した。2008 年、スウェーデン銀行のノーベル記念経済学賞の選考委員会は、貿易理

論と経済地理学に対する貢献に関し、Krugman にノーベル経済学賞を授与した。Krugman
の主張は、世間一般的には認められたといわなければならないが、Krugman の理論を貿易

の一般理論ということはできない。せいぜい、ある特殊な「譬え話」を引いて貿易の出現

の一機序を提示したというべきであろう。 
 Krugman の理論は、極端な対称性に全面的に依存する構成になっている。企業はすべて

均質(同一の生産関数)、消費者もみな同一、さらにすべての財に対する効用も対称的(すな

わち、Dixit-Stiglitz 型効用関数をもつ)という仮定に基づいている。これにより、収穫逓増

にともなう独占競争の複雑さを回避しているが、現実の経済では、すべての企業は異質で

あり、個人も選考も収入も異なり、さらに財に対する効用も、どの財をより好むか、より

高く評価するかについて異なる考えをもっている。 
対称性を前提にマクロ経済学のミクロ的基礎付けを行なうこと(Solow, Lucas, Romer, 

Prescot など)に対しては、吉川洋(2000)の鋭い批判がある。同じ批判が Krugman にも当

てはまる。吉川によれば、対称性の仮定は、単なる理論的仮定でなく、理論構造そのもの

をゆがめ、有効需要の原理、景気循環その他の理解を妨げている。 
 Krugman の理論が「譬え話」の域を出ないことは、対称性を取り除いたとき、どのよう

な理論が可能になるか、展望が見えないことである。一般的状況を理解する理論があるが、

それをそのまま一般読者に示したのでは、あまりにも長大な準備が必要だとか、高度な理

論を前提にする必要がある場合に、問題の核心を「譬え話」で示すことには意義がある。

しかし、Krugman の場合、背後にそのような一般理論があるようには見えない。少なくと

もこれまで、それは示されていない。その意味で「新貿易理論」は、その名称に値する理

論的内実をもたないというべきであろう。 
 Krugman は、先進諸国間で同一産業内の貿易が増大している点に注目して、その事実を

説明する「理論」を提出したという点では貿易理論に大きな貢献をした。しかし、収穫逓

増に基づかなければ産業内貿易は説明できないなどのまちがった主張/説明も行っている。

産業内貿易の増大は、HO 理論では説明しにくいとしても、多数の財を想定する Ricardo
理論(あるいは Ricardo-Sraffa 理論)では、輸送費や関税の低減、企業の製品ラインアップの

戦略的選択、得意技術への集中などとして十分説明できる。とくにかれが与えた産業の定

義には、大きな問題がある。各国の標準産業分類は、基本的には活動の類似性・近接性に

基づいており、Krugman の定義における「同一ないし近接した投入構造」を要件とはして

いない。同じ企業内の同じ品目の商品でも、品質(グレード)が異なれば、資本労働費比率は

異なる。鉄鋼のような産業分類では、製鉄所と一次加工・二次加工では、同一の産業に属

していても、製品価格に占める付加価値比率は大きく異なりうる。 
  
新新貿易理論あるいは企業視点の貿易理論 
グローバル化する国際経済と貿易を分析するのに、一国内で競争する企業のみを考えてい
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たのでは想定として不十分なことは明らかである。国境を越えて活躍する企業があれば、

とうぜんながら、国内企業とは異なる戦略を採用する可能性がある。たとえば、製品仕様

や生産技術が国を越えて移転可能であるとすれば、輸出戦略をとるか、現地生産戦略をと

るかという選択肢がある。生産過程の一部を異なる国で行って輸出するという戦略も考え

られる。取引費用が 0 で、同一資本かいなかを問わず、企業の行動がすべて同じになる世

界ならいざ知らず、海外子会社への技術供与と独立外国企業への技術供与では、現実には

異なる結果が生まれる可能性が高い。こうした意味で、貿易を多国籍企業の観点から分析

することには大きな意義がある。 
問題は、新新貿易理論が、旧来の HO 理論や Ricardo 理論に代替する理論かどうかであ

る。この点では、新新貿易理論は、旧来の理論の詳細部分を受けもつものと見るのが適当

であろう。ただ、新新貿易理論が、HO 理論と Ricardo 理論ないし Ricardo-Sraffa 理論の

どちらと親和性が高いかは十分問題になりうる。HO 理論は、基本的に集計的な生産関数を

選定にするものであり、個別企業の生産と接続させるには大きなギャップがある。それに

対し、Ricardo-Sraffa 理論は、差別化された製品を考えることにより、原理的には企業水準

にまで技術を詳細に扱うことができる。HO 理論は、典型的には、各国の技術を同一と考え

るが、もし技術が同一であるなら、技術移転をしても意味のないことになる。企業が多国

籍化して、各国に子会社や工場を置くメリットはほとんど存在しない。それでは、国境を

越える資本投資がなされるとしても、直接投資の必要はなく、すべては間接投資でよいこ

とになる。この意味で、新新貿易理論は、今後、Ricardo-Sraffa 理論の枠組みを用いて展開

されていくものと思われる。 
  
基本的対立 
Ricardo 理論と HO 理論とは、さまざまな形で対比されてきた。すでに触れた、生産要素の

数はそのひとつである。上で注意した技術に関する設定でも、Ricardo 理論と HO 理論とは、

まるで方向が違う。Ricardo 理論は各国の技術が異なることに注目するが、HO 理論は、各

国の生産技術は基本的に同一であると考える。HO 理論は、技術が同一でも生産要素の存在

比率が違えば、貿易が起こると考える。 
 生産技術の捉え方も大きく異なる。HO 理論は、基本的に集計的な生産関数を前提にし、

それが各変数について(偏)微分可能であると想定する。連続性や微分可能性などは、局所的

な仮定であって、技術そのものの構造に無関係とおもわれがちである。しかし、連続微分

可能な生産関数を考えると、離散的な係数では簡単に見られるリースイッチングが起こら

ない5などのことがあり、連続微分可能という前提そのものが、思わぬ特殊な状況設定とな

っている可能性がないわけではない。 
 もうすこし生産技術の詳細に立ち入ってみれば、企業や産業水準で、原材料(資本)と労働

のあいだに自由な代替関係があるといったことは、現実にはほとんど観察されない。たと

えば、乗用車の生産に、タイヤが１本足りないから、労働時間を増して完成させたなどと

いうことは、笑い話の域を出ない。 
 HO 理論と Ricardo 理論ないし Ricardo-Sraffa 理論のもっとも大きな違いは、均衡状態

のみを考えるか、不均衡状態をも考察の対象とするかであろう。均衡状態のみを考察する

なら、自由貿易による生産調整や失業といった事態はありえない。Ricardo 理論は、生産可

能集合の極大面のみを考察対象とするものはでない。たとえ最終的にそこにいたるとして

も、Ricardo 理論はそれまでの過程を重視するところに、均衡重視の HO 理論と大きな差異

                                                  
5 連続微分可能な多部門新古典派生産関数においては、技術の再切り替え(技術の再帰、

Reswitching of techniques)は起こらない。Burmeister and Dobell (1970) 第 9 章。 
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がある。 
  

（２）貿易理論の証拠 
競合する二つの理論があるとき、証拠との適合性によって、どちらの理論が妥当であるか

決めようとするのは当然のことである。では、ふたつの貿易理論は、どのていど経験的証

拠によって支持されるのであろうか。 
 
両理論の比較 
KrugmanとObstfeld(1994:日訳2001)は、この点につき異例の率直さで語っている6。まず、

Ricardo 理論については、「おおまかに言ってリカード・モデルは経験的証拠によって支持

されている。」(日訳、p.40)これに対し、HO 理論については「純粋な経クシャー=オリーン・

モデルについてはいまのところ経験的に強い反証が存在する。」(日訳、p.106)このまとめに

関する、Krugman と Obstfeld の解説を、以下に引用する。 
「要素比率理論の検証で否定的な結果が出たことで、国際経済学者の立場は難しいもの

になっている。第２章で見たように、各国はその労働が最も効率的に生産できる財を輸

出するというリカード・モデルの予測は経験的に広く支持されている。しかし、国際経

済学者の多くは、リカード・モデルは国際経済の基本モデルとしては制約がありすぎる

とみなしてきた。これに対して、へクシャー=オリーン・モデルは長いあいだ貿易理論の

中心の位置を占めてきた。それは、この理論が所得分配と貿易パタンの問題を同時に扱

えるからである。」 
「最も良い答えは、貿易は主として資源ではなく技術の差によって生じるというリカー

ドの考え方に戻ることのようである。/中略/しかし、リカードの貿易理論に戻るとしても、

われわれは、貿易が所得分配に影響を与えないという考え方までは戻らない。・・・へク

シャー=オリーン・モデルは、貿易と貿易政策が所得分配に与える方向を予測する手段と

してより限定的な使い方をすることができるのである。」(日訳、pp.106-7.) 
この考え方は、科学として妥当であろうか7。強い反証があることが分かっていながら、

貿易が分配問題に与える影響を分析できる理論をもたないから、その点については HO 理

論で考察しておこうというのである。そこから導かれた政策含意にはいかなる意味がある

のだろうか。まったく検討はずれの政策を勧告する可能性がある以上は、むしろ当面はそ

のような考察を控える(括弧に入れて判断を中止する)のが筋ではないだろうか。Krugman
たちが貿易は所得分配に影響を与えない、影響を与えることを分析できないと考えている

こともまちがいである8。「リカード・モデルは国際経済の基本モデルとしては制約がありす

                                                  
6 他の教科書、たとえば Caves, Frankel and Jones(2002: 日訳 2003)は、HO 理論のうち

Heckscher-Ohlin の定理の予測するものと実際の貿易パタンとが合致しないことに触れるのみ

で、ではどう考えるべきかについてはなんの解説もない。 
7 竹森俊平(1995, p.165)も、HO の理論的予測に疑問を呈しながら、「ヘクシャー・オリーン理

論に代わるより優れたモデルがないことを考えれば、やはりこのモデル[HO モデル]の存在意義

は大きいといえる」と述べている。Bowen, Hollander and Viaenne(1998, p.322)は、純粋の HOV
モデルが証拠によって拒絶されたことは、貿易パタンの説明として国々の相対的要素供給が否定

されることを意味するのかと自問して、答えは「否」と答えている。それは需要構成の差異、技

術の差異が重要であることを示しているだけであり、後の研究方向を示唆しているという。 
8 第１節で触れたように、労働者の実質賃金が上昇するというのは、分配へのひとつの効果であ

る。Ricardo-Sraffa 理論は、各国の賃金率の相対比率の決定理論をも内包している。塩沢(2007)
や Shiozawa(2007)では扱えていないが、貿易の結果、上乗せ率(利潤率)に違いが出るなら、よ
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ぎる」と考えるなら、注ぎこむべき努力の方向は、Ricardo 理論ないしそれに代替できる理

論の構築であって、反証の上がっている理論によって分析を継続することではないはずで

ある。じっさい、Ricardo-Sraffa 理論が構成されたことで、現在では HO 理論にたよる必

要はなくなっている。また、現在では「リカード・モデルは国際経済の基本モデルとして

は制約がありすぎる」ということもできない。Ricardo-Sraffa 理論による定式は、HO 理論

よりもすくなくとも二つの意味で優れているが、この点については、第 3 節で詳しく議論

する。 
 第 3 節で、理論としての比較を行なう前に、HO 理論および Ricardo 理論が経験事実から

どのていど支持されるものか、概観しておこう。結論的には、Krugman and Obstfeld(1994)
の評価を踏襲するものとなる。 
 
HO 理論および HOV 理論の検証 
HO 理論に対する実証的研究の最初のものは、Leontief(1953)による結果であった。Leontief
はみずから開発したアメリカ合衆国にかんする産業連関表を用いて、合衆国の輸出入に含

まれる資本量と労働量とを計算し、アメリカ合衆国が資本を輸出するよりもむしろ労働を

輸出していることを発見した。アメリカ合衆国は、当時、一人あたりもっとも資本の蓄積

した国と考えられていたから、これは HO 理論の反例と考えられ、Leontief パラドックス

と呼ばれた。HO 理論を救うべく、Leontief パラドックスを解消する努力が続けられた。た

とえば、Leamer(1980)は、Leontief が HO 理論の概念的に誤った検証をしており、正しく

解釈すればパラドックスは解消されると主張した。これに対しては、しかし、Brecher and 
Choudri(1982) は、Leamer(1980)のように考えるならは、合衆国労働者の 1 人あたり支出

は世界全体の平均より少なくならなければならないことを示した。この時期の諸結果につ

いては、Deardorff(1982)、Leamer and Levinsohn(1995)、Davis and Weinstein(1996)な
どのまとめがある。 
 1980 年以降は検証の方向がすこしことなってくる。Vanek(1968)の導いた要素貿易の公

式(HOV 理論)に基づいて、多数要素・多数財・多数国のデータを用いて貿易方向や貿易量

を推測する研究が流れとなった。Bowen, Leamer and Sveiskaus(1987)は、HOV 理論は貿

易方向を予測するのにほとんど役に立たないことを見出した。検証では、27 カ国にわたる

12 要素について合衆国 1967 年産業連関表を用いて計算され、可能な 324 の符号対のうち

61 パーセントしか予測能力がなかった。まったくランダムに予測しても 50 パーセントの予

測能力が得られるはずであるから、これはほとんど予測能力がないということになる。合

衆国 1983 年産業連関表と 33 カ国 9 要素のデータを用いた Trefler(1995)の結果では、297
の対のうち正しく予測できたのは 148 対(49.8)であった。 
 HOV 理論は、①各国の生産関数(技術)は同一である、②各国の(投資も含む)消費比率は同

一である、③すべての国につき要素均等化定理が成立する、という 3 つの仮定に基づいて

いる。これを修正なしの HOV 理論という。その後の研究においても、修正なしの HOV 理

論は、ほとんどすべてにおいて実証的に棄却されている。唯一の例外ともいえる結果が

Davis, Weinstein, Bradford and Shimpo(1997)により得られているが、これは日本国内の

10 の地域を対象として、地域間の移出入を分析したものであり、国際貿易理論への適用可

能性を示すものとはいいがたい。じっさい、①②③がすべて成立するとしても、日本国内

での資本と労働とは産業立地によって自由に移動しており、要素賦存の違いが移出入を引

き起こしたものといえるかどうか、疑わしい。むしろ、HOV 理論は、日本国内の地域間移

出入のような特殊な状況でないと適用できないという事例と解釈すべきであろう。 
                                                                                                                                                  
り詳細な分析が必要となる。 



10 

 HOV 理論が成り立つ範囲を探そうとする努力に対して、Trefler は、データが修正なしの

HOV 理論が対し系統的に示す乖離を確定し、HOV 理論のなにがうまくいかないのか、ど

のような修正を行えばよいのかという問題群を提起した。Trefler(1995)では、2 つのミステ

リー(HOV 理論との不整合)を取り上げられている。ひとつは「失われた貿易のミステリー」

である。HOV 理論に基づいて予測される貿易量に比べて、実際の貿易量が 1 桁以上も小さ

かった9。もうひとつは、Trefler が「賦存資源のパラドックス」と呼ぶもので、HOV 理論

によって計算すると、一人あたりの国内総生産が低い国ほど、豊富な資源の数が増える現

象が見られる。 
 Trefler(1993)は、修正なしの HOV 理論がうまくいかないことを前提にしたうえで、HOV
理論を修正するひとつの方法を提案している。Leontief(1953)の考察に示唆をえて、生産要

素の生産性を考慮するという方法である。それによれば、修正 Vanek 等式から計算で得ら

れる各国の労働生産性と賃金率とは 0.90 というこの種の回帰分析ではほとんど他に例をみ

ない高い相関を示すほか、絶対水準としても高い近似が得られる。しかし、このような修

正が HOV 理論の妥当性を確証するものであるかというと、疑わしい。各国の労働分配率(総
所得に占める賃金総額の割合)があまり大きく変化しないという事実と整合するひとつの状

況を考えると、Trefler が労働の生産性として求めているものは、貿易収支という形で現れ

た貯蓄投資差額を労働時間単位で計った貯蓄投資差額で割ったもの(すなわち賃金率)に等

しいといっているに過ぎない可能性が高い10。 

                                                  
9 正確には、貿易量から推定される要素貿易量の分散は、要素賦存量から HOV 理論により推定

される貿易量の分散の 0.0032 倍であった。 
10 Trefler(1993)は、要素生産性の概念を導入し、物理的な要素賦存量に代えて「生産性等量」

(productivity-equivalent)を用いることを試みている。そのとき、かれのもちいる基本的関係は

次の方程式である。 
   F*fc = πfc Vfc － sc ∑j πfj Vfj                 (1) 
ここで、c は国の番号、f は要素の番号を示す。Vfjは要素 f の j 国の賦存量、F*fcは等価要素量

で測った要素 f の c 国からの要素輸出量を表す。したがって、f が労働 L であれば、πLcは c 国
の労働生産性、wLcは c 国の賃金率となる。また scは、(Yc － Bc)/Ywで与えられる。ここで、

Ycは c 国の総生産、Ywは世界全体の総生産、Bcは c 国の貿易収支である。すなわち、scは世界

総生産に占める c 国の総支出(消費＋投資)割合を表す。 
 ところで Trefler(1993)は、触れていないが、F*fc もとうぜん各国の要素生産性に依存する。

それを Trefler(1993)の(6)と整合するように明示すると 
   F*f = (A T)f Πf 
と書ける。ただし、(A T)f は Ffc = (Ac Tc) f を対角要素とする c 行 c 列の正方行列である。す

ると(1)式は(6)式とあわせて 
   (A T)f Πf = Xf Πf  あるいは {(A T)f － Xf} Πf = O.   (A) 
すなわち、Πf は行列 (A T)f － Xf の核(写像が 0 となる部分空間)の元である。もし(A T)f － Xf 
の階数(rank)が C－1 なら、このような非 0 ベクトルは、定数倍を除いて一義的に定まる。

Trefler(1993)は、これを要素 f が労働である場合に計算して、それが各国の賃金率とほぼ比例的

であることを見出している(相関係数 0.90)。しかし、これが Trefler(1993)の主張どおりに HOV
理論の確証になっているかどうかは疑わしい。以下に示すように、まったくことなる論理から、

上の結果が生まれている可能性があるからである。 
 いま、賃金率と製品価格が所与として、各国・各産業の資本労働比率が等しいと仮定しよう。

これは大胆な仮定である。要素として資本と労働のみを考えるかぎり、HO 理論で各国の貿易収

支を 0 とすると貿易は起こらない状況である(もし、貿易しても、等量の資本サービスを輸出し

輸入していることになる。労働サービスについても同様)。しかし、Trefler(1993)と同様の考察

をおこなうことができる。以下では、資本は K、労働は L の添数であらわす。 
 まず、各国の国内総生産 Ycは、 
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 Trefler and Zhu(2000)では、それまでに得られた代表的な修正法の統括的評価が試みら

れている。取り上げられたのは、Trefler(1995)、Davis and Weinstein(1998)、Wolfson(1999)、
Hakura(1999)、および Trefler and Zhu 自身による方法である。その総括表が表 1 と表 2
とにまとめている。表側には、5 つないし 6 つの方法がおかれ、それぞれの方法に基づく計

算結果が二つの列に掲出されている。最初の列は、Fi (要素の i 国の純輸出量)と Vi－si Vw (要
素賦存量と要素消費量の差)の相関係数で、HOV 理論(の修正モデル)による貿易パタンの合

致度、第 2 の列は Fiと Vi－si Vw の分散の比率である。表 1 は、Hicks 中立的な技術格差

を想定する場合、表 2 は消費(国内利用量)に関する修正が扱われている。その結果は、貿易

パタンの合致度が高いものは、失われた貿易が大きく、Hakura のもの以外に両者が良い結

果を与えているのはない。表 1 からは、技術格差を考慮しても失われた貿易はなくなって

いない。表 2 の Haruka の結果については、Trefler と Zhu が再計算しているが、「失われ

た貿易」の評価は、0.706 と 0.061 というように大きく食いちがっている。表 2 では、投資、

                                                                                                                                                  
       wcL VcL + wcK VcK. 
ここで、資本労働比率 κ= VcK/(wcL VcL)が一定であるから  
       Yc = wcL VcL + wcK VcK = wc VcL + wc VcL wcK κ = (1+ wcKκ) wc VcL. 
いま 
  η= 1/(1+ wcKκ) 
とおくと、wc VcL = η Yc すなわち、国内総生産 Ycに占める雇用者所得(賃金収入の総額)は、

国によらず一定ηであることを意味している。さて、Trefler(1993)と同じように、c 国の純輸出

額を Bcとおくと、c 国の総消費(じつは消費+投資)は、Yc － Bc となる。この世界総生産=世界

総消費に占める割合を scとおく。すなわち、 
    sc = (Yc －Bc)/ Yw 
とおく。これは書き換えると 
    Bc = Yc － sc Yw. 
一方、Bcは、c 国の純輸出ベクトルを価格で評価した総額であるが、資本労働比率が等しいこと

から、これは労働サービスの純輸出ベクトルを DcLとしたとき 
        Bc = (1/η) DcL. 
そこで WLを wcのベクトル、DL を対角要素のみが DcL、他はすべて 0 である C 次の正方行列

とすると、Trefler(1993)の表現をもちいて 
    (1/η) DL WL = (1/η) XL WL. 
あるいは 
    (DL － XL) WL = O.                  (B) 
各国・各産業の資本労働比率が等しい世界では DL = (A T)Lと考えられるので、これは    

{(A T)L － XL} WL = O.                               (C) 
方程式(A)と方程式(C)とを比較すると、行列(A T)L － XLの階数が C－1 であるなら、(A)の解と

方程式(B)および(C)の解とは比例していなければならない。 
 問題は、Trefler(1993)で所与のデータとされている Tcがどのような経済的作用によりえられ

ているかである。もし、Ac(Li)と Ac(Ki)の比率が i によりあまり変わらないものならば、

Trefler(1993)の(4)で捉えられている貿易は、要素サービスの交換による貿易よりも、貿易収支

の差額が影響して、かれのΠLCが賃金率に比例している可能性がある。このことは、Leontief 
Paradox にかんする計測の歴史からも推測される。アメリカ合衆国の貿易が資本輸出的である

か、労働輸出的であるか、さまざまな時期にわたって計測されたが、合衆国の資本労働比率が大

きく変化した観測はないのにもかかわらず、年度により労働輸出的であったり、資本輸出的であ

ったりしている(Stern & Makus 1981)。これは(C)のような等式において、資本と労働の交換よ

りも、資本取引の結果である貿易差額の方が重要である可能性を示している。もしそうとすれば、

Trefler(1993)が(C)で求めたと考えたものは、じつは(B)の解に近いものだった可能性がある。 
 なお、Trefler(1993)については、Gabaix(1997)の批判があるが、著者は論文を入手できてい

ない。 
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非貿易財、中間財について考察されていて、貿易パタンの合致度は 0.9 と高い数値が得られ

ている。しかし、この相関係数は、後に示す柳田義章(1998、2002)のデータなどとの比較

において高すぎるものと思われる。さまざまな修正をデータに加えることにより、

Trefler(1993)とおなじような共線形が生まれている可能性がたかい。 
実証研究の側面は少ないが、Trefler and Zhu(2006)にも言及しておくべきであろう。

Trefler と Zhu は、Vanek 予想が多くの代替的理論において成立することから、Vanek 予

想が棄却されたとき、なにが反証されたことになるのか、検証の論理構造を明確にする必

要を指摘する。この論文で、Trefler と Zhu は「Vanek 予想」を含意する理論および含意さ

れる理論のほぼ必要十分な条件を求めている。Vanek 予想とは、要素貿易が各国ごとの要

素収支として 
   F = V － s Vw 
であらわされるとする予想である。この定式は、標準的な HOV 理論に限らず、F が正しく

定義されていれば、Trefler(1993)のような要素の生産性等価を考えるものや、各国の生産

技術が異なるものなども含まれる。Helpman and Krugman(1985)が指摘するように、CES
関数を仮定する独占的競争においても、Vanek 予想が成立する。したがって、Vanek 予想

は、貿易理論の検証のために過去に行われた多くの研究が前提していたものである。 
 研究の結果、Trefler and Zhu(2006)は、Vanek 予想が成立することは、各国が消費相似

性(consumption similarity)をもつこととほぼ同値であることを証明した。消費相似性とは、

各国の消費が世界全体の消費の所得シェアに等しいこと、すなわちすべての国 i と財 j につ

き 
   Cij = si Cwj  
が成立することをいう。十分性はすでに多くの場合に知られていたことであり、これは要

素貿易量 F が定義されさえすれば無条件に成立する(定理 2)。上で、「ほぼ同値」といって

いるのは、必要条件にかかわっている。消費相似性のない場合でも、Vanek 予想は成立す

ることがあるが、それらは特異な状況で成立しているのであって、状況がわずかに変化し

たときにも成立する関係(locally robust=局所頑健)ではない。状況がわずかに変化しても関

係が維持されるためには、①要素市場が完全競争的である、②結合生産が存在ない、③費

用関数が微分可能という 3 条件おくと、消費相似性は Vanek 予想が局所頑健的に成立する

ための必要条件でもある(定理 3)。 
 以上の 2 定理から、Trefler and Zhu(2006)は、計測が誤差なく行われたと仮定すると、

Vanek 予想が棄却される理由は次の 2 つしかないと主張している。(1)要素含有量(factor 
content)の定義が Vanek 予想の想定するものからずれている(Vanek-relevant でない)。(2)
予想を導くのにもちいられた仮定(つまりモデル)がまちがっている。(1)に関して Trefler 
and Zhu(2006)は、貿易される中間財があり、各国の技術に差異がある場合には、なにが

Vanek-relevant な要素含有量の定義であるか、多くの論文で正しく考察されていないと指

摘している。該当のものとして Trefler(1993, 1995)、Davis, Weinstien, Bradford and 
Shimpo(1997) 、 Davis and Weinstein(2001) 、 Hakura(2001) 、 Conway(2002) 、

Debaere(2003)などが挙げられている。正しい定義が与えられたとするとき、Vanek 予想が

棄却されるとすれば、それは消費相似性が満たされていないことを示す。したがって、こ

れまでの HOV 理論の検証ないし反証の多くは、その基礎にたつ理論を検証したのでなく、

消費相似性がどのていど成立するか確認していることになる11。 

                                                  
11 Trefler and Zhu (2006)の第 8 節には、GTPA(第 5 版)に基づき「正しい定義」による検証結

果が報告されている。それによると、符号テストは 82 パーセントの合致をみせるが、失われた

貿易はなお、0.14 と大きい。決定係数 R2は 0.35 である。Vanek 予想で 35 パーセントは説明で
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Ricardo 理論の検証 
Ricardo 理論を検証しようという試みは、1950 年代に MacDougall(1952)があり、1960 年

代には Stern(1962)、MacDougall and others (1962)、Balassa(1963)などがある。また、

日本では行澤健三(1976)、柳田義章(1998, 2002)、西出満昭(2007)がある。これらの実証研

究は、Ricardo 理論がおおむね妥当するとしているが、Bhagwati(1964)による批判があり、

その線に乗った McGilvrary and Simpson(1973)があるが、結果として有意なものは得られ

ていない12。Ricardo 理論の実証的研究は、数が少ない。貿易理論の検証の展望論文である

Leamer(1992) には、論文末に 16 ページにおよぶ実証研究の文献リストがある。

Heckscher-Ohlin モデルについては、102 点の論文が掲示されているが、Ricardo 理論に関

係するものは、6 点が挙げられているにすぎない。 
 Ricardo 理論を経験的証拠とどのように付き合わせたらよいか、その理論的考察も十分な

されているとはいえない。しかし、Ricardo 理論の想定する事態と貿易の実際とがそれほど

高い相関をもちえないことに注意しておく必要があろう。少なくとも、労働生産性の比較

により財の貿易方向を予測することには、一定程度を超えられない限度があると思われる。 
 
立証・反証の限度 
ひとつの証拠として、柳田義章氏から提供されたデータを簡単に整理した結果を表 1 に示

す。これらは、柳田(1998, 2002)に用いられたデータのうち、産業ごとの数量が示されてい

るものについて、日米の輸出価格比と日米の輸出数量比をそれぞれ両対数グラフに示した

ものである13。 
リカード理論およびヘクシャー・オリーン理論には、通常は語られない共通の前提があ

る。それは、各国の生産価格が国際価格より高いものは生産されないという前提である14。

これは、国際貿易論といわず、すべての均衡理論の前提でもある。この前提は、輸送費や

関税などのため、狭い価格巾では妥当しないが、同質の財について輸出価格が相対的に高

くなれば、輸出量は相対的に少なくなることが期待される。しかし、表 1～表 3 に見るよう

に、弱い相関関係は見られるものの、点のばらつきは大きく、期待はひじょうにゆるい形

でしか成立していない。 
なぜ、このような結果しか得られないのか、いろいろいな説明が考えられる。先にあげ

た輸送費や関税は撹乱要因の 2 つであるが、もうひとつ重要な要因は、製品の質の違いで

あろう。たとえば、セータという商品を取ると、日本は中国から大量の安いセータを輸入

している一方、中国物価格の 10 倍から 30 倍もするセータをイタリアから輸入しており、

さらにその中間価格帯のセータを日本から中国に輸出している。セータのような小さな分

                                                                                                                                                  
きるが、消費相似性からの乖離が 65 パーセントあることになる。 
12 Bowen, Hollander and Viaene (1998) pp.107-109 に紹介がある。 
13 柳田義章と塩沢由典によるより詳しい報告を予定している。なお、表示したのは 1972 年のデ

ータのみであるが、1962 年・1967 年のデータもほぼ同様の結果を示している。 
14 要素価格均等化定理が成立する範囲では、すべての生産価格は等しくなるが、要素価格均等

集合から離れて、生産価格に差があるとき、生産価格が国際価格より高い国の財が(輸出はおろ

か)生産されることはない。Ricardo においても、労働者の賃金率を国際価格で評価するとき、

同様の関係が仮定されている。これは比較生産費から、スミスの絶対生産費説に戻った主張のよ

うにおもう人がいるかもしれないが、リカードの例では、イギリスの労働者の賃金率は、ポルト

ガルの労働者より 0.9倍以下 0.66倍以上となることが見落とされている。この点を考慮すれば、

イギリスの毛織物の生産価格(国際価格)はポルトガルの毛織物の生産価格より低く、ポルトガル

のぶどう酒の生産価格(国際価格)はイギリスのぶどう酒の生産価格より低くなる。 
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表1　　　　　　価格比と輸出量 日米1972
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類項目をとっても、その内部の質の違い・種類の違い・デザインの違いがある。したがっ

て、国際貿易においても価格競争が熾烈に行なわれていても、それがうまく貿易統計に表

れるかどうか分からない。多くの分類品目では、共通の数量単位がなく、統計上平均「単

価」が計算されないものも多い。通関時の個票を調査すれば、価格や品質がどのように貿

易数量に影響するか分かるであろうが、そのような調査研究はまだないようである。 
 このような事情を考えると、立証あるいは反証に一定の限界があることを認めざるをえ

ない。決定的な証拠により、二つの貿易理論の優劣に決着を付けることはほとんど不可能

と見なければならない。現在までのところ、Ricardo 理論を経験的証拠と突き合わせた研究

は少ないが、貿易パタンの予測に限っていえば、将来も、いま HO 理論が直面しているよ

うな経験的証拠との不整合と同程度の結果しか得られない可能性がある。しかし、HO 理論

と Ricardo 理論との優劣は、経験的証拠との突き合わせによってのみ考えるべきものでは

ない。ふたつの理論は、多面的に対立しており、その各様相において優劣を評価すること

は可能だからである。 
 
定型化された事実との整合性 
これまでの理論では説明されなかった長期の傾向や定型化された事実があるとき、その傾

向や事実を説明できる(理論内部に復元できる)理論が提出されると、新理論の立場は強いと

いえる。旧来の理論には、足りないところがあることは明らかである。新しい理論が他の

すべての点で旧理論を凌駕するものでなくても、少なくともある場面で有用なことがいえ

る。 
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Grubel and Lloyd(1975)は、産業内貿易の増大傾向を指摘して、注目を浴びた。

Krugman(1979, 1980)は、収穫逓増という新しい主題を国際貿易論に持ち込んだだけでな

く、産業内貿易の増大を説明できる唯一の理論という触れ込みだった。Krugman の理論が

大きなインパクトをもったのには、理由がある。産業内貿易比率の増大が HO 理論によっ

て説明できない現象であることは明らかであった。しかし、どの事実であっても、それを

説明するような理論は多数存在する。そのうちで、どの理論だけが現実に妥当するか確定

できれば経済学は簡単であるが、事実はそれからほど遠い。 
 国際貿易に関係する定型化された事実は多数あり、近年でもさまざまな研究がなされて

いる(Echevarria 1998; Zimmermann 1997; Hoekman and Winters 2008)。これらの研究

には、その事実を説明する理論モデルも研究されている(Echevarria 2007)。しかし、これ

らは、理論モデルのさまざまな係数を調整すれば、定型化された事実を説明できるという

証明に終わっている。理論モデルの証明のためには、少なくとも、競合する他のすべての

理論モデルでは、同様の事実を導出できないことを示さなければならないが、そこまで研

究が届いているものはすくない。定型化された事実を説明する理論モデルは比較的容易に

創作できるが、逆にそれらの事実をもちいて理論の取捨選択を行うにいたったことは経済

学ではいまだないことのように思われる。 
 
科学哲学からの示唆 
ここで、科学哲学の議論をすこし参照しておこう。経済学は、実証科学の一部として、理

論と実証とが手を携えて進歩するという建前を取っている。このこと自体を否定できる人

は少ない。しかし、実証研究が理論を検証し、事実へのより優れた適合度を示した理論が

生き残り、適合度の低い理論は捨て去られる、という伝統的な科学進歩観には、大きな問

題がある。 
上に見たように、HO 理論には、さまざまな否定的実証結果が累積している。しかし、そ

れにより HO 理論そのものが棄却されることはない。理論の一部に適当な修正を加えて、

新しい検証課題が設定され、その課題に基づいてしばらくは検証が進む。それが否定的結

果に終わったからといって、それで理論が放棄されることはない。さらに新しい修正が可

能である。 
このような状況は、伝統的科学進歩観に対し、科学哲学ないし科学史がさまざまに指摘

してきた事態にほぼ該当する。論理実証主義の最盛期に、ポパーは反証主義を唱えた。そ

の考えは、M. Friedman(1953)などにも影響したが、レオンティエフ・パラドックス以来の

HO 理論の歴史を見ると、反証が理論を棄却することはなかった。経済学の歴史は、むしろ

I. Lakatos の研究プログラム(Research Program)説の提起したイメージがより妥当してい

るようにみえる。Lakatos によれば、科学は固い核 (hard core)とそれを守る保護帯

(protective belt)から構成されている。既存の体系に否定的な事実が登場すると、通常は保

護帯の一部を改変することにより理論の硬い核を守ろうとする力が働く。HO 理論ないし

HOV 理論を立証しようとした研究の多くは、否定的結果に直面したが、それは HO 理論を

拒絶する方向にではなく、新しい保護帯を構築しようとする努力へと繋がっていった。 
 もうすこし詳細にみれば、たとえば物理学の歴史に関しては、次のような説明が一般に

なされてきた。すなわち、ある一定の時期に、ある現象に関し多数の仮説が提出されるが、

それらのうち正しいものが短期間にただひとつに絞られる。そこで正しいと確認された理

論の上に立って、さらに次の仮説形成がなされる。このような選択過程をへて、物理学は

進歩してきた。このような観察が伝統的な科学観を支えてきた。 
これにたいし、自然科学と社会科学を対比・対立させる文脈では、次のような説明もな

された。自然科学には、実験という方法がある。これにより理論が検証に掛けられ、さま
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ざまな仮説が取捨選択され、科学が進歩する。こうした伝統的な科学観を前提として、社

会科学では実験という方法が採用できないため、社会科学はなかなか進歩しないという主

張がされたこともある。これは、これは、上の段落の命題の裏に当たる。 
 しかし、このような単純な仮説演繹検証というサイクルにより科学が進歩するという理

解には、さまざまな留保がつく。Duhème-Quine 命題は、ある意味で「決定的実験」(crucial 
experiment)というものがありえないことを明らかにした。ハンソンは、観察の理論負荷性

を指摘し、理論を倒せるのは理論だけであると主張した。 
 経済学では、ポパーの提唱のうち「反証可能性」のみが有名になったが、反証の前に仮

説形成にかんするポパーの考えがあった。それは推論によって「大胆な仮説」を提示する

ことである。これはつうじょう「反証可能な命題」と解釈されているが、原理的に反証可

能であることは科学の命題であるための必要条件である。フリードマンは、このあたりを

仮定はなんであれ、そこから導かれる帰結に予測能力があればよいと解釈してしまった。

しかし、ポパーは、つうじようは思いつかないような大胆な仮説が反証されないことを要

求したのであった。ただ、反証そのものが、実証と同じように困難なことは多々あり、ポ

パーの科学方法論も、そのまま現実の研究に当てはまるわけではない。 
 ただ、物理学の例などをみると、たしかに大胆な仮説が提示され、それが後に確認され、

さらに長いあいだ反証されることなく、真理として受け入れられることはあるようである。

湯川秀樹の中間子論は、力を粒子が媒介するという考えかたのなかった当時としては、じ

つに大胆な仮説であった。しかし、湯川の英語による論文発表(1935)の２年後に、アンダー

ソンによりμ中間子が発見された。これは実は、核力に媒介するπ中間子とは異なるもの

であったが、その後 1947 年、パウエルによりπ中間子が発見され、中間子論は最終的に確

認された。この歴史を見ると、大胆な仮説がある現象/実体の存在を予言するものであると

きには、その現象ないし実体の発見が仮説を確認するものとされている。この流れでは、

ポパーのいう反証の試みはあまり意味をもたないように見える。このように、予言の確認

がそのまま仮説の受容と結びつくのは、予言そのものが単なる憶測や妄想ではなく、それ

以前の科学知識(湯川の場合、相対性理論と量子力学)による大胆な推測があり、さらにそこ

に質量の推定という定量的な予測までが伴っていたからであろう。しかし、このような大

胆な仮説とその確認という流れも、予言内容によっては、ひじょうに長い時間がかかる。

予言が確認されないことは仮説の無効をただちには意味しない。たとえば、6 種以上のクオ

ークの存在を予言した小林・益川理論も、予言が最初に確認されるまでに 22 年かかってい

るし、より厳格な確認までには 30 年かかっている。 
 クオークの以降では、物理学も経済学と似たような状況に陥りつつあるようだ。この分

野では、世界の大多数の研究者がヒモ理論(String Theory)を「標準理論」として研究して

いるが、すでに 30 年ほど、この理論が生み出した実験可能な事実で確認されたものはない

という(Smolin, 2006)。スモーリンは、ヒモ理論が大きなまちがいの道に迷いこんだのでは

ないかと警告している。 
 これらの事実を考えると、自然科学にも、むしろ社会科学に類似したところがあるとい

うべきであろう。反証ないし実証と理論との関係は、ひとつの公式でまとめられるほど単

純でないといわざるをえない。科学哲学の思潮の変化を参照にして、HO 理論ないし HOV
理論の検証の歴史を概観してみると、次のような暫定的結論が得られると思われる。 
 
暫定的結論 
HO 理論ないしそれを一般化した HOV 理論は、少なくともその原型理論においては、現実

のデータとはうまく整合しない。この事態に対応して、HO 理論ないし HOV 理論の修正な

いし検証方法の改善が試みられてきた。新しい仮説により、ときにデータとよく整合する
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結果が得られたこともあったが、その後の研究は事実の確認をするよりも、結果の頑健性

を疑わせるものが多かった。自然科学でいう追試験に合格し、恒常性を確認された結果は

ほとんどない。 
 ニュアンスの差はあれ、ここまでは、理論家・実証家をふくむ多くの研究者が同意する

ところであろう。問題は、この先である。そこに分岐路がある。 
一方の研究者は、保護帯のさらなる修正・精緻化を追及する。それに可能性がないとは、

だれもいうことはできない。実際、いかなる場合にも可能性は残されている。1960 年以来

の国際貿易理論の長い歴史の大部分は、この可能性に賭けた歴史であった。その歴史は、

すでに半世紀近い。しかし、保護帯修正の試みは失望の歴史でもあった。もう一方の研究

者は、固い核を変えるべきではないかという懸念を抱き始めている。ここにも、もちろん、

可能性がある。ただ、二つの可能性にはいささか性質の違いがある。保護帯修正の道には、

まだ多くの残された道がある。研究成果を出すという面では、こちらの方に分がある。核

を変える道は、大きな博打である。小さな成果を期待することはむずかしい。 
 事態がこのようなものである以上、あとは研究者個人の選択である。その決定にまで口

を出すつもりはない。しかし、このような状況において、飛躍を試みる人がいなければ科

学は進歩してこなかった。市川惇信(1996)は、米国の優れた研究組織がみなブレークスルー

を強調しているのに対し、日本はインクリメンタルな研究に偏っていると批判した上で、

日本の研究体制がどうあるべきかを論じたものである。その一章(第 5 章「人をつくる」)
にブレークスルーを生み出す研究者の要件が論じられている。ブレークスルーにおいては、

「これまでの枠組を超えた飛躍的変異が要求される」と注意したあと、次のように述べて

いる。 
  「ここで、注意を要することは、これまでの仮説体系あるいは要素技術の体系が完全に行

き詰ってから、飛躍的変異が起こるとは限らないことである。たとえば、コペルニクスの地

動説はプトレマイオスの天動説体系が完全に破綻してから生まれたのではない。天動説にい

ろいろな修正が加えられ観察とよい一致が見られている時点で出てきたものである。/中略/こ
のためには、現在の仮説体系および技術体系が現状でもっている能力でなく、限界としても

つであろう能力が見える必要がある。」(市川惇信、1996、p.85) 
科学の進歩は、つねに分岐路に立たされている。どちらの道を取るか決めるのは研究者

であるが、ブレークスルーを実現するような研究者は、観察との一致といった詳細におい

ではなく、現在の仮説体系(つまり理論)が「現状でもっている能力」ではなく、「限界とし

てもつであろう能力」を見通す必要がある。こう市川は指摘している。観察との一致精度

がよくなってきているかどうかというインクリメンタルな傾向に目を奪われてはならない。

理論の分岐路を前に考えるべきは、理論が「限界としてもつであろう能力」を見通すこと

である。HO 理論か Ricardo-Sraffa 理論かという分岐においても、考えるべきはこの「限

界としてもつであろう能力」である。第 3 節以降で試みるのは、HO 理論と Ricardo-Sraffa
理論とが「限界としてもつであろう能力」を比較することである。 
 

（３）理論的対比 
第２節冒頭の Krugman and Obstfeld(1994)の評価は、1990 年代はじめのものである。当

時、Ricardo 理論は、かなり成熟していたが、Ricardo-Sraffa 理論は、ほとんど数値例の分

析としてしか存在しなかった。その時点では、「リカード・モデルは国際経済の基本モデル

としては制約がありすぎる」と判断したのは妥当だったと言わねばならない。しかし、そ

の後、理論状況は大きく変わった。Ricardo-Sraffa 理論が基本的に構成されたからである(塩
沢由典、2007 および Shiozawa, 2007)。 
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なにが基本的対立か 
国際経済学の歴史において、Ricardo 理論と Heckscher-Ohlin 理論(HO 理論)とは、基本的

に対立するものとはつうじょうは考えられていない。最初に触れたように、多くの教科書

には、Ricardo 理論と HO 理論とが(他の変種とともに)紹介され、そのあときわめて外面的

な比較がなされている。たとえば、以下のような項目において対比が語られている。 
______________________________________________________________ 

                Ricardo 理論       Heckscher-Ohlin 理論 
______________________________________________________________ 
生産要素     1 (労働のみ)       2(資本と労働) 
技  術     国ごとに異なる      各国共通の技術  
貿易の起源    技術の違い        資源賦存量の違い 
_______________________________________________________________ 

 
このように理論としての違いはあるが、一般的な説明は、Ricardo 理論は労働投入のみを考

えるので、現在の資本投入が重要である時代の理論としては、HO 理論の方が優れているな

どとなっている。しかし、これでは、Ricardo 理論と HO 理論とのあいだにある理理論枠組

みとしての対立は、ほとんど明らかにならない。むしろ反対に、二つの理論には比較生産

費という考え方において共通性があると強調されている場合もある。 
 このような理解が一般的であるので、HO 理論ないし HOV 理論の観察との適合性に疑問

が生まれても、「理論はことに応じて使い分ければよい」いう主張も生まれている。このよ

うなあいまいさは、理論そのものに対する道具主義的な理解によるものであろう。しかし、

わたしには、貿易理論のブレークスルーを阻害しているのは、このような微温的な態度で

あろうと思われる。そこで以下では、Heckscher-Ohlin 理論と Ricardo-Sraffa 理論との対

立点を明らかにすることを試みる。 
 もっとも基本的な対立は、じつは経済学の「固い核」にまで届くものと思われる。保護

帯のなかでのあれかこれかの選択ではない。したがって、対立は(1)古典理論か、新古典理

論か、(2)均衡理論か、過程分析か、(3)完全雇用前提か、失業の理論かといった、20 世紀の

大きな争点にまでつながっている。しかし、討論の順序としては、より明確な論点からは

じめよう。 
 
資本の扱い 
2007 年以前には、対比はしばしば、資本投入を考慮する HO 理論か、投入として労働のみ

を考える Ricardo 理論か、という形でなされてきた。しかし、塩沢由典(2007)および

Shiozawa(2007)により、原材料の生産と貿易と投入を考える Ricardo-Sraffa 理論が生まれ

た。それ以前とそれ以後では、理論上の力関係は大きく変わった。 
 Ricardo-Sraffa 理論では、労働以外に国際的に取引される財の投入が考えられている。し

たがって、この理論でも、資本投入が理論的に扱えるようになった。もちろん、資本が扱

えるといっても、HO 理論と理論とでは、資本の捉え方に大きな違いがある。 
 Ricardo-Sraffa 理論には、本源的生産要素としての資本は存在しない。その代わりに、原

材料の投入や機械設備の使用が資本としてモデル化されている。つまり Ricardo-Sraffa 理

論では、資本というある実体が存在するのではなく、さまざまな原材料の投入や燃料の使

用および生産に利用される工具・機械・設備・運搬装置などの集合を資本と考えている。 
生産過程に組織的に利用される物財としての資本という考え方は、19 世紀には普通のも

のであった。たとえば、マルクスは、資本を価値増殖の過程おいて姿態変換を繰り返すも
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のと捉えたが、貨幣に転換された場合を含めて、資本はさまざまな具体的なものの形を取

ると考えていた15。ところが、不思議なことに、このような異質資本という捉え方は、20
世紀の後半には、むしろ珍しい考え方になってしまった。新古典派の成長理論(典型例は

Solow の成長理論)が有力な理論として受けいれられたからである。新古典派の成長理論で

は、資本は均質で自由に変形可能な一次元量と捉えられている。HO 理論あるいはより正確

には Samuelson により定式化された HOS 理論でも、資本は均質で変形自由な一次元量と

捉えられている。したがって、HOS 理論は、資本が必要に応じて任意の産業の資本に自由

に転換されると考え、それを資本市場が完全競争であることの定義としている。 
 均質資本か異質資本かは、1960 年代のケンブリッジ資本論争の主要な争点となった。

Rodrik 対 Mankiw の論争においてハンドル・ネーム paul 氏が指摘したように、ケンブリ

ッジ資本論争は論理的には異質資本を主張するイギリス・ケンブリッジ(つまりは、ポスト・

ケインジアンたち)が勝利したが、Samuelson たちは、資本逆行などが現実的重要性をもた

ないとして均質資本概念の利用を捨てることはなかった。この考えは、ソロー以降、宇沢

弘文の 2 部門モデルや、ニュー・クラシカルやニュー・ケインジアンたちのモデル、さら

にはローマー以降の新成長理論に引き継がれている(Cohen and Harcourt 2003)。 
 HOS 理論の資本概念も、均質資本の流れに属する。つまり資本は、均質でひとつの実数

値で表されるものと考えられている。これは、HOV 理論でも同様である。このような資本

概念が問題なのは、2 点ある。 
ひとつは、資本の流動性問題である。これを資金の流動性問題と混同してはならない。

資金は、現金化されていれば、どこにでも移動させることができ、その数量にも一定の意

味がある。これに対し、原材料や機械設備としての資本では、流動性に大きな制約が付く。

たとえば、材料としての小麦粉は、無理をすれば製菓会社から製麺会社に利用転換させる

ことができる。糊製造の原料に使うこともできる。しかし、小麦粉を潤滑油の代わりに使

うことや、燃料の代わりに使うことはほぼ不可能である。機械設備でも、旋盤のような汎

用機なら、さまざまな金属工場・機械工場で使うことができるが、セラミック・コンデン

サーに電極を付けるための機械といった特殊な製造機械は、自社以外にはほとんど使う場

面がない。HO 理論で、必要に応じて、資本がどこにでも即座に移転費用なしに移動させる

ことができると考えているのは、考えてみれば大変奇妙な想定である。 
 均質資本のもう 1 つの問題は、資本量の測定に関係している。ソ連の計画経済では、貨

幣概念を嫌って、生産財を重量などの物理量で測定する試みがあった。たとえば、旋盤の

生産数量をなぜか生産台数でなく、総重量で計算したことがあった。その結果、機械の台

部分にセメントをふんだんに使った重い旋盤が出現した。資本の量を測定するには、やは

り貨幣量で測定せざるを得ないであろうが、そのとき市場で成立している交換価格をもち

いて資本量を測定することには論理的問題がある(いわゆる資本測定問題)。資本が労働に比

べて多いか少ないかで、資本用役の価値としての利潤率(あるいは資本利子率)が変わること

になっているが、資本財の価格は、一定の利潤率を前提にしないと(少なくとも理論的には)
確定しない。これは方程式関係として同時決定されるとしても解決しない。技術の再切り

替えなどがあれば、資本逆行は必然となるからである16。 

                                                  
15 物的資本の概念に先行するものとして、「先払い資金」(avances)があったことに留意してお

きたい。農業においては、収穫が得られ、それらが換金され前に必要な賃金は、資本の重要部分

を構成していた。これが均質資本の原型を提供したことは考えられる。 
16 注(5)にも注意したように、連続微分可能な新古典派生産関数では技術の再切り替えは起こら

ない。しかし、資本逆行は、技術の再切り替え現象なしにも起こる。このことは、微分可能性の

仮定がたんなる無害の想定ではなく、理論構造に実質的な違いをもたらす可能性のあることを示
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 HO 理論がこのように問題点の多い資本概念を用いていることは、論理整合性を要請され

る理論としては大きな欠陥である。 
 
本源的生産要素か 
均質資本か異質資本かという理論問題以外にも、HO 理論の資本は、もうひとつ問題点を抱

えている。それは資本を生産要素と見る考えである。「生産要素」ということばそのものは、

生産に利用される要素という意味しかない。しかし、資本が生産要素であると規定するこ

とは、じつは資本が経済活動の結果生まれたものでなく、本源的な生産要素つまり天賦の

資源=自然から賦与されたもの(endowment)という考えを含意している。 
 森や湖が天賦の資源ということにだれも反対しないであろう。労働力も、それが企業に

雇用される対象となるまでは、狭義の経済過程の外で生み出されるものであるかぎり、経

済としては天賦の資源とみなすことも可能であろう17。しかし、資本は、もしそれが物的な

形をもつものであれば、流動資本か固定資本かの違いはあれ、いずれも対価を払って購入

したもの(ある特殊な場合には、自社製品を蓄積したもの)である。それを天賦の資源と考え

てよいのであろうか18。 
 HO 理論の論理では、ある国は、たとえば労働に比べて資本が多いから、資本集約的な財

を生産し、輸出することになっている。しかし、企業は、このような論理で生産物と生産

技術および輸出物と輸出量とを決めるだろうか。ことはむしろ逆に、生産の必要に応じて、

資本を調整しているのではないだろうか。もちろん、関係する資本が流動資本(原材料や燃

料、電力など)か、固定資本かで話が違ってくる。流動資本であれば、生産水準の増減にあ

わせて購入量を短期的に調整する。原材料在庫や仕掛品として、幾分かは資金(と資本)が寝

ることになるが、可能な限りでそれらを小さくするよう、企業は調整している。したがっ

て、大まかにいえば、流動資本は生産量にあわせて調達され、調整される。固定資本(機械・

設備装置など)では、購入時期がはるか過去の話である可能性があり、その点では固定資本

は所与のものという把握もまちがいではない。しかし、輸出量が伸び、生産量が上がれば、

生産容量を引き上げるため、機械設備に投資が行なわれる。短い期間内では、固定資本の

量を自由に調整することはできないが、長期的で見れば、固定資本の量あるいはより適切

には生産容量は、企業の期待する長期的な生産量によって調整される。過去の過大な資本

投資にあわせて、低稼働率の操業を続けるということも考えられないではないが、それは

かなり特殊な状況である。逆に、製品の売れ行きはよいが、資金不足のため十分な投資が

できず、稼働率を上げて操業する状態も短期的にはありえるが、長期には設備投資を行い、

適正規模での生産が行なわれるであろう。ことに資本主義が成熟し、国際資金移動が活発

になっている現在では、先進国で(儲かっているのに)資金不足のため投資できないという事

態はつうじょう考えられない。 
 HO 理論のように、生産要素として労働と資本を二大類型と考えているうちは問題となら

ないが、HOV 理論のように多種類の生産要素をもってきて、それら用役が国際的に貿易さ

れると考える場合には、別の難点も見えてくる。Vanek 予測の実証研究では、生産要素の

                                                                                                                                                  
している。 
17 狭義の経済過程とは、対価を払って獲得したり、消費したりする経済活動をいう。広義の経

済過程の概念(たとえば、K.ポラニーが考える人間の経済)では、社会の物質的再生産のすべてが

含まれるので、増殖と教育は重要な経済過程となる。 
18 一国における資本量を推定する多くの計測においては、過去の投資の割引現在価値総額(実際

には割増し価値の累計額)をとっている。資本は、じっさいには、投下され形成されたとの前提

されている。この点でも、HO 理論の資本の扱いは一貫していない。 
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種類をおおくするため、土地を耕地と牧草地とに分類したり、労働力を単純労働者と熟練

労働者、プロフェショナルなどに分類したりする。もしそれが妥当ならば、資本をなぜ多

数の異質資本に分割しないのであろうか。わたしが想像しうる唯一の説明は、それを徹底

すると、資本の各種賦存量が生産を決めるのでなく、生産が各種の資本賦存量を決めてい

ること、つまり HO 理論では、決定の因果関係が逆転していることが明白になってしまう

からというものである。 
 
資本以外の生産要素と技術 
RS 理論には、資本が取り入れられたが、労働と原材料・機械設備以外の生産要素の効果を

無視しているのではないか。こういう批判がありえよう。HO 理論の論理になれたひとは、

資本についてはともかく、耕地や牧草地、あるいは鉱脈や油田などは本源的な生産要素で

あり、それらの効果を無視するのは非現実的ではないかと考えるかもしれない。たとえば、

風がよく吹く場所があれば、そこに風力発電所を作ることができるが、Ricardo-Sraffa 理論

にはそのような効果を取り入れる余地がないのではないか。 
じつは、こうした反論・疑問に応えるのはむずかしくない。 

 Ricardo-Sraffa 理論には、労働と資本(固定資本や原燃料・部品)以外の投入物はない。し

かし、この理論を構成するもうひとつの重要な概念がある。それが技術である。HO 理論で

は、世界の各国は、基本的に同じ技術をもつと考え、それをひとつの生産関数で表現する。

それらを国ごとに異なるものとすることはできるが、相互の関連を分析しようとすると、

きわめて複雑な分析となってしまう。したがって、世界各国の技術がおなじという仮定に

問題があることはよく分かっているが、そちらは無視しておいて各国の要素賦存量が異な

ることに注目して、世界の貿易を説明しようとしている。これに対し、Ricardo-Sraffa 理論

では、各国の技術が異なることを前提として理論が構築される。Ricardo-Sraffa 理論では、

この技術を、ある特定の国においてある特定の財を生産するとき、製品単位当たり、ある

いは労働投入単位あたり、どれだけの財の投入が必要かという係数を測定することによっ

て確定しようとする。したがって、カナダのように小麦生産に適した耕地がたくさんある

ところでは、種籾の投入係数や、肥料・農薬の投入量、収穫に懸かる労働量などが有利な

係数として得られる。これに対し、降水量が少なく、灌漑用水も入手困難なアフガニスタ

ンのような国では、種籾から得られる収穫の倍率が低く、肥料を投入しても効果が少なく、

収穫には(耕地の傾斜などもあり)人手がかかる。したがって、一定量の小麦を得るために必

要とされる各種投入物の係数は、カナダに比べて不利になる。このため、収穫量で基準化

した場合、カナダでの小麦の投入係数は一般に小さく、アフガニスタンの投入係数は大き

い。もちろん、すべての投入でこうした大小比較ができるとは限らないが、国の風土・気

候・滋味の違いは、Ricardo-Sraffa 理論では技術係数の差として表現される。 
 このような考えは、いわゆる地下資源と呼ばれるものにも適用される。たとえば、現在

もっとも重要な原材料である石油は、多くの場合、地下数千メートルあるいは海底数千メ

ートルに眠っている。これらは、自然が与えた資源といえるが、石油を採掘するには、そ

れ以前の探索やボーリングが必要であり、巨額の資本が投下されてはじめて、石油は採掘

可能な資源となる。Ricardo-Sraffa 理論では、ある国あるいはもっと正確にはある油井の生

産技術を採掘に必要な探索・ボーリング・(海底油田の場合の)リグ構築、製油所までの輸送、

精製などをすべて石油採掘に必要な活動と捉え、それらを投入係数として表現する。おな

じ国の中でも、採掘条件が異なれば、投入係数はとうぜん異なってくるが、それらは異な

る効率をもつ異なる生産方法と考えて処理する。 
 このように Ricardo-Sraffa 理論では、自然条件や地下資源の存在状態を技術の違いとし

て精密に捉えることができる。HO 理論は、森林や牧草地をことなる賦存生産要素として、
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各国の林業や牧畜業の生産性を表示しようとする。しかし、熱帯と亜寒帯では、おなじ森

林とはいえ、伐採条件から利用可能樹木の種類などが大きく異なる。このような差異を、

技術は同じだが、森林と他の生産要素の比率が異なるということに還元しようとすること

には相当な無理がある。 
もちろん、Ricardo-Sraffa 理論にも、弱点ないし限界がないわけではない。農地には限り

があり、地下資源にも埋蔵量があって、それらが規定する上限を超えて、生産を拡大する

ことはできない。地下資源の場合には、とくに枯渇という問題がある。Ricardo-Sraffa 理論

では、ふつうはある生産技術があるとすると、その技術が定める投入・産出関係は、比例

的にはいくらでも変動させることができると想定している。つまり、a を投入ベクトル、b
を産出ベクトルとすると、生産 η( a , b ) は任意の非負の実数ηについて可能であると仮

定している。地下資源や土地の有限性が関係するところでは、この想定は維持することが

できない。このとき、同じ財を生産するのに、ある生産方法によって生産する方が効率的

だと分かっていても、その技術の生産容量を超えて生産することはできず、それ以上の需

要があるときには次善の生産方法によって生産しなければならないという状況が生まれる。

こうした状況では、数量制限のない場合に比べて、はるかに複雑な考察が必要となる。 
こうした問題は、現状では手がついていない。したがって、この問題が容易に解決され

ると保証することはできない。しかし、それが克服不可能な問題をはらむものともいうこ

とはできない。こうした問題は、じつは古典経済学の時代から、差額地代の問題として考

察されてきたものだからである。 
 
中間財と加工貿易 
RS 理論は、Ricardo 理論の進化したものであるが、両者のいちばん大きなちがいは、

Ricardo-Sraffa 理論によって財の生産、貿易、投入を理論的に扱えるようになったことにあ

る。貿易されざる中間投入物については、古くは McKenzie や Jones、最近では Pasinetti
が注意しているように、Ricardo 理論の修正によって簡単に扱うことができた。じっさい、

この一国の投入係数行列を A とするとき、この国の生産物の価格は w・(I－(1+r)A)－1 a0と

計算することができる。したがって、すべての生産物は、一国の労働のみが投入されてい

る等価な状況に読み替えることがでた。 
 中間財貿易の問題は、このような扱いの枠からははみ出している。ある財の価格は、そ

の財の生産に原材料としてどの国の製品を用いるかにも依存するから、生産国の賃金率に

比例するとは言えないからである。貿易される中間財の経済的な重要さと理論的な難しさ

に最初に気づいたのは McKenzie(1954)である。綿布の生産国でしか綿花が生産されえない

としたら、ランカシャーはありえなかったという事実をかれは指摘して、貿易される中間

財理論の必要を強調した。McKenzie(1954)に刺激されて、Jones(1961)も中間財貿易理論の

構築を目指したが成功していない。ほぼ 40 年後に Jones は、『グローバル化と投入財貿易

の理論』(Jones, 2000)を出版したが、中間財が貿易される状況を例解しているに過ぎない。

他方、幕末と明治初期を除けば、日本は加工貿易を貿易の柱としてきた。大山道弘(1996)
が説くように、日本では加工貿易への関心は高かった。岡本久之(1989)や蓬田守弘(2006)
の出現は、こうした文脈において考えると興味深い。しかし、これらの研究のほとんどで

は、どの財を中間財、どの財を最終財とするといった状況設定が行なわれている。その意

味で、Ricardo 理論であれ、HO 理論であれ、中間財を理論的に扱う枠組みは、提出されて

こなかった。 
 Ricardo-Sraffa 理論は、この点で画期的である。それは各国の技術集合を想定するだけで

あるが、技術の相互関係と需要構成によって、各国の賃金率および商品の世界価格が内生

的に決定される理論構造をもっている。各国の財は、世界価格においてもっとも有利な方
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法により生産を行い、各産業はもっとも有利な生産価格を付ける国から原材料を購入し、

生産物を世界に販売する。こうした競争の結果、ある財は A 国から B 国へ輸出される中間

財となり、その製品がさらに C 国に輸出されるという、加工貿易状況が生まれる。 
 Ricardo-Sraffa 理論には、固有には企業の理論がない。簡単な想定としては、各国の各産

業がある企業を代表すると考えてよいが、企業の多国籍化や企業内国際分業を考えようと

すれば、それに適した枠組みを提出することはできよう。その要点は、主として技術移転

の可能性に関する企業特殊な想定であろう。このような枠組みが構築できれば、垂直的分

業やアウトソーシング、３角貿易といった(新新貿易理論の)主題もすべて Ricardo-Sraffa
理論の枠内で分析することができる。このような可能性を HO 理論に期待することは難し

い。もしできるとすれば、すでにそのような研究が続出していてしかるべきであろう。 
 
国際資本移動 
国際資本移動という概念では、ふたつのことを区別しなければならない。ひとつは資金の

移動という意味での資本移動である。もうひとつは、原材料や機械設備の国際間移転の意

味での資本移動である。宇野弘蔵(1969)は、英語には、資金としての資本と物的資本とを区

別する用語がないため、概念の混同がしはしばなされてきたと、つとに指摘している。 
国際貿易論にとって、資金の移動は直接的な分析対象ではない。ただ、ある国の貯蓄投

資バランスが崩れて、貯蓄投資差額が資金として国外に投資される場合には、そのぶん貿

易収支が黒字となる。国際資金移動が自由な場合には、輸入に制限がないかぎり、企業は

必要な量の機械設備や原材料を確保できると想定できる。したがって、主要な量的制約と

なるのは労働力であり、労働のみを賦存要素と考えるリカードの分析が正当化される。 
 もちろん、国際間の技術の違いは残るので、どの資本財はどの国で生産し輸入すべきか、

どの原料はどの国で生産し輸入すべきかという問題は存在し、競争条件(どの財なら、もっ

とも競争的に生産できるか)に照らして、世界の生産・貿易関係が決定される。 
 HO 理論の延長上に資本移動を考察しようという試みはある。たとえば、カーユー・ウォ

ン(Kar-Yiu Wong, 1995)の第 4 章は「財の国際貿易と国際資本移動」と題されている。し

かし、ここで取り上げられている資本とは何であろうか。章の後半で「部門に特殊な資本」

が取り上げられているから、ある産業のみで用いることのできる機械や設備を考えている

と想定されるが、これらの機械や設備は、どこで生産されたものであろうか。倒産などに

ともない叩き値で売買される機械や設備ならともかく、つうじようの資本財は、費用をか

けて生産されたものである。ところがウォンの第 4 章には、資本の生産・形成という文言

はいちども現われない。「資本が自由に移動する」といっても、価値をもち、生産に投入さ

れるなにものかという以外には、資本の正体はすこしも明らかでない。資本が生産されざ

る要素とみなされ、資本形成という概念もないため、このような不十分な取り扱いしかで

きないのであろう。 
 
要素価格あるいは国際賃金率格差 
以上では、じゅうらい HO 理論が有利されてきた論点について考察してきた。Ricardo 理論

としては、劣勢に立たざるを得なかった点において、Ricardo-Sraffa 理論は HO 理論を凌

ぐ説明を提起している。Ricardo-Sraffa 理論は、しかし、HO 理論と対抗するために生み出

されたものではなく、独自の理論史の上に生まれてきたものである。Ricardo-Sraffa 理論の

真骨頂は、むしろ Ricardo 理論が暗に目標としてきた国際価値論にある19。そのような問題

                                                  
19 塩沢由典(1985、2007)の副題は「国際価値論によせて」となっている。これはEmmanuel(1969)
の国際搾取論への懐疑に動機付けられたものであるが、同時に国際間の大きな一人当たり所得格
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領域においても、HO 理論との対立は存在する。 
 HO 理論の潜在的問題として意識されながら、けっきょく理論的な解決が見つからないま

まに終わっていることがある。それは、要素価格均等化定理をどう理解するかである。現

実の世界では、各国の賃金率には大きな格差がある。それは名目賃金率をとっても、実質

賃金率をとっても変わらない。たとえば、1990 年当時、日本とベトナムのあいだには、一

人あたりの GDP で約 70 倍の格差があった。これを時間あたりの賃金率で計るとどの程度

となるであろうか。計測結果を知らないが、賃金率にも大きな差異があることは疑いない。

ところで、HOS 理論の最初に出てくる定理の１つに要素価格均等化定理がある。これは

HO 理論の原型にはなかったが、Samuelson が定式を整備するにあたり発見した定理であ

る。要素賦存量の比率に一定の限定がつくものの、それらがある一定の錐内に収まるかぎ

り、要素価格均等化定理が一般的に成立する。この定理は、上の条件を満たす限りで、貿

易により各国のすべての要素価格(賃金率や利潤率)が等しくなると説明する。この定理が格

差の大きい先進国と途上国のあいだに成立しえないことは明らかである。しかし、技術の

格差が小さく、資本の充実度も比較的似ている先進国どうしにおいては、成立するあるい

は成立傾向にあると理解することもできる。そこで問題は 2 つに分かれる。 
ひとつは、要素価格均等化定理の成立する現実的範囲とこの定理を前提とする HOS 理論

の諸定理の解釈問題である。Trefler(1993)は、要素価格均等化を前提することはできない

とながらも、「HOV 要素含有量予測が、要素供給 Vcfはなく、むしろ要素所得πcf Vcf 
をもちいて表現されるように、どうしたら多錐 HOV モデルを構築したらよいか、見通しが

つかない。」(Trefler, 1993, p.980)と注釈している。要素価格均等化が成立しないことは、

貿易対象国として途上国を含むかぎり明らかである以上、HO 理論あるいは HOV 理論をど

のように展開するかが問われるべきであるが、分析の難しさのためか、その方向はほとん

ど追求されていない。 
 もっと重要なのは、賃金率格差の出現メカニズムをどう考えるかである。HO 理論には、

要素価格決定理論がある。ある国 c の要素の賦存比率が要素価格均等化集合に入らない場合、

その国 c では一部の財しか競争的に生産できないが、生産されている財 i については、それ

ぞれの要素投入量を xc=(xcf)とし、生産量を yciとすれば 
    yci = fi(xc) = fi(xc1, xc2, ... , xcF) 
であり、fiは一次同次だから 
  yci pi = wc1 xc1 + wc2 xc2 + ・・・ + wcF xcF  
ただし、 
  wc1 = ∂f/∂x1, w2 = ∂f/∂x2, ・・・ , w1 = ∂f/∂x1. 
したがって、生産関数 fiを正確に推定できれば、各生産要素の投入量を求めれば、c 国の各

要素価格が pi との比率として定まる。別の国についても同様のことができるから、国際価

格である財の価格を媒介として、各国の各要素価格、したがってまた各国の賃金率も求め

られるはずである。しかし、生産関数として、比較的簡略な形(たとえば、コブ=ダグラス関

数あるいは CES 関数[弾力性が一定な関数])をとったとしても、現実に各国の生産量と消費

量とを決め、解を求めるのはきわめて難しい。また、考慮にいれる財の種類を増やせば増

やすほど、生産関数の推定に困難が伴う。生産関数を求めるには、現在の生産係数のみで

なく、投入係数が変化したときのデータが必要である。 
 Ricardo-Sraffa 理論でも、各国の賃金率を求めるのは簡単ではない。しかし、それは計算

の手続きに大量の計算が必要だというだけであって、原理的には容易である。経済が生産

可能集合の極大フロンティアにあるとするなら、世界の総需要の構成(ベクトル方向)を与え

                                                                                                                                                  
差を説明する国際価値論の構築を目標としたものであった。 
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れば、対応する極大面の法線方向(製品価格)と賃金率とを同時決定することができる。この

計算は、一種の線型計画法を解くことにあたる。したがって、計算量の爆発に出会うこと

なく、解くことができる。賃金率の比率が変わったとき、どのような需要構成なら、競争

的経済によって実現可能かという計算もできる。 
 現実のデータで上のことを試みるには、各国の産業連関表と産業ごとの労働時間データ

とがあれば、基本的には十分である。もちろん、産業分類を統一するなどの作業が必要で

ある。問題は、Ricardo-Sraffa 理論は物財単位で考えられているのにたいし、産業連関表で

は、価格で集計されていることである。これらを統一的な貨幣表示(たとえば US ドル表示)
に換算したとき、各産業の標準財は、同一の価格をもつと定義せざるを得ない。現実には、

同一産業といえども、財の構成・品質・価格等々にかなりの差異があると考えるべできあ

ろうが、産業連関表では、それ以上の詳細は不可能である。各国の各産業ごとの標準財が

同一価格をもつとすれば、各国の賃金率は、各産業の雇用者所得を投入時間数で割るだけ

であるから、容易にもとまる。これは求め方からみて、現実の賃金率データと大差ないも

のとなることは明らかである。 
 問題は、各産業の標準財は、同一の価格をもつと定義するかぎり、Ricardo-Sraffa 理論か

らは、貿易の方向は推定できない。同一財が同一価格をもつかぎり、Ricardo-Sraffa 理論で

は、どの国で生産するかは確定しない20。しかし、たとえば為替レートの切り替えにより各

国間の賃金率体系が異なるようになるなら、現行の技術体系をもちい続けるならは、どの

財が有利になり、どの財が不利になるかといった計算は可能である。もちろん、為替レー

トの切り替えがあったとき、レート切り替えの影響が価格体系に反映されるには多少の時

間がかかろう。価格体系が調整されるに十分な時間がたち、しかし技術はそれほど変化し

ていないという期間が推定されるなら、その期間内の貿易構造と為替切り替え前の一定期

間の貿易構造を比較することによって、Ricardo-Sraffa 理論の予測能力の推定ができよう。

このような推定は、固定相場制のもとではより明確な結果が得られたであろう。 
 もちろん、得られる予測が詳細にわたってまで確認されるということは考えられない。

表 1 に見られるように、同一財と見られるものでも、製品によっては、より高い価格の国

からより大量の輸出がなされている。これは産業連関表などでは捉えられない製品の種類

の違い・品質の違い・特殊技術などの影響によるものと考えられるが、そのような差異を

理論モデルに織り込むのは、新しい統計的な需要理論なくしては困難である。 
 上では、すべての国のすべての産業で生産が行なわれている場合を想定しているが、国

と産業によっては、ほとんど生産が行なわれていない場合がある。この場合、Ricardo-Sraffa
理論をモデル化するのに必要な技術係数が得られないという問題が生ずる。 
 
基本的対立再論 
主として資本をどう見るかについて議論してきたが、比較の最後にもういちど、貿易の主

要因について考えてみよう。 
 Ricardo-Sraffa 理論では、A 国から B 国へ製品 P が輸出されるのは、B 国で P を生産し

て使用するより、A 国から輸入した方が安いという論理に立っている。品質や納品の安定性

などを考えると、さまざまな修正が必要となるが、これらが同一と考えられるかぎり、こ

のような輸入をしないという理由は B 国の消費者あるいは製造企業にはない。つまり

                                                  
20 これは、理論モデル内で貿易方向が決定できないこととは異なる。理論モデル内では、つう

じょうは同一製品の各国の生産価格に差があり、製品は安い生産価格の国から高い生産価格をも

つ国に輸出される。加工貿易・3 角貿易などについても同様である。このような違いは、産業連

関表を用いては、物量ベースの投入係数などが得られないことから生ずる。 
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Ricardo-Sraffa 理論は、製品が同質ならば、より安い製品が選択されるという通常の経済原

則にたって構成されている。 
これにたいし、HO 理論では(典型というべき、要素価格均等化定理が成立する状況を考

えると)、A 国も B 国もすべての財について生産価格は同一であるが、各国の企業は、自国

の生産要素(たとえば、労働力や耕地や牧草地)に遊休が生ずると、それらを活用すべく生産

量を変え、自国で消費しない分は輸出する/輸出できるという論理構成をとっている。この

ような経済論理は、どのくらい現実に作用しているであろうか。 
 たとえば、失業が生まれている国・状態は、頻繁に(あるいは恒常的に)観察される。失業

が存在しても、だから労働者の雇用量を増やして生産を増強しようという企業は多くない。

もしそうした企業がどんどん出てくるならば、失業は早急に解消されるに違いない。個別

企業にとって、基本的に価格が所与とするならば、生産量は需要にあわせて数量調整する

のがつうじょうの対応であろう。生産要素のひとつに数えられる耕地や牧草地が遊休して

いるときにも、企業の態度は類似のものであろう。需要があれば、耕作や牧畜を増やすで

あろうが、増産すれば、製品価格が下落しそうであれば、あえて増産には取り組まないで

あろう。 
 HO 理論では、新古典派経済学の論理に忠実に、余剰労働力や遊休地があれば、それらが

完全利用されるようになるまで、賃金や地代が下落すると考えている。そのような場合に、

なぜ賃金や地代が下落しないのかについてはさまざまな議論がありえるが、それはこの論

文の主題ではない。しかし、もし余剰労働力や遊休地がありながら賃金や地代が下落しな

いならば(そして実際にそのようなことがしばしば観察されるのであるが)、HO 理論の論理

構成は、機能の場を失う。余剰労働力や遊休地があっても、価格体系が変わらないかぎり、

現在の投入比率を変更する必要はない。したがって、製品需要が増えないがきり、とくに

増産することはない。もちろん、生産すれば、現行価格で売りたいだけ売れるのであれば、

企業は増産を計画し、雇用量や利用地を拡大し、余剰労働力や遊休地はいずれ解消される

はずである。現実には、そのような状況からは程遠い。失業解消は、多くの政府にとって

最重要課題のひとつであるが、さまざまな政策によっても、その解消は容易ではない。耕

地や牧草地に遊休が生じても、事態は同様であろう。違うのは、失業よりも政策上の緊急

性・重要性が小さいことであろう。 
 HO 理論は、基本的にはケインズ以前の経済学に基づいており、失業の存在がありえない

論理構成になっている。このような理論に基づいて、貿易問題が本当に考えられるのであ

ろうか。日本とアメリカ合衆国との間には、繊維産業・自動車産業などで貿易摩擦が生じ、

政治問題化したことがある。合衆国の当該産業関係者の主張の主なものは「製品輸出が失

業の輸出になっている。」というものだった。HO 理論は、こうした問題をいずれ自動解消

されるべき当面の摩擦と捉えているが、それでよいのであろうか。 
 アメリカ合衆国には、国際貿易理論のほかに、国際政治経済学という分野があり、論文

の冒頭に紹介した Makiw と Rodrik の対立も、背景には国際貿易理論と国際政治経済学の

対立という側面がある。この論争では、Rodrik が HO 理論の立場にたち、貿易のデメリッ

トがあると指摘するのに対し、Mankiw が Ricardo 理論を用いて自由貿易を擁護するとい

う構図となっているが、国際政治経済学が生まれてこざるをえない原因には Mankiw は立

ち入っていない。HO 理論を中心に展開されてきた 20 世紀の国際貿易理論には、捉えられ

ていない重要な欠陥があると考えるべきであろう。 
  

（４）Ricardo-Sraffa 貿易理論でなにが可能か 
本論文の目的は、HO 理論と Ricardo-Sraffa 理論の対比にあり、Ricardo-Sraffa 理論その
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ものを展開することが主眼ではない。しかし、Ricardo-Sraffa 理論により、どのような新し

い分析が可能になるかについても、簡単に触れておこう。 
 Ricardo-Sraffa 理論は、価格理論と数量理論とが基本的に分離されている。そのため、需

要不足や失業などが分析可能になる。一例として、Shiozawa(2009)の第 4 節に紹介してい

る分析を紹介する。各用語の詳しい定義および定理の詳細については Shiozawa(2009)およ

び Shiozawa(2007)、塩沢由典(2007)などに譲る。 
 K 国、M 財、N 技術からなる経済Ｅを考えよう。経済 E は、以下の仮定が満たすとする。 
(1)各技術は線型で、ただひとつの財が生産される。 
(2)各国は、各財の生産技術を少なくともひとつもち、それらの技術で各国は生産可能な技

術系をもつ。(したがって、N ≧ K M である。) 
(3)各国は正の労働力 Lk をもつ。これを q=(L1, L2, ... , LK)と書く。  
このとき、次の定理が成りたつ。 
 
定理 1. (分担的賃金率価格体系の存在) 
ある賃金率の体系 w=(w1, w2, ... , wK)と製品価格の体系 p=(p1, p2, ... , pM)があって、どの国

も少なくともひとつ競争的な技術をもつ。 
 
定理 2. (生産可能集合の極大点) 
非負の財ベクトル y=(y1, y2, ... , yM)が生産可能集合の極大点にあるならば、ある正の賃金

率・価格体系 w, p が存在して 
    A p ≦ I w  かつ < y , p > = < q , w > 
となる。 
 
ただし、A は、投入労働量によって基準化した(国をも区別した)各技術の純生産係数ベク

トルからなる N 行 M 列の行列、I は各技術の属する国の労働にのみ係数 1 をおく労働投入

係数ベクトルからなる N 行 K 列の行列である。 
 定理 1 の応用として、上に与えられた経済Ｅに対し、いかなる最終需要構成を与えよう

と、需要構成を満足し、各国で完全雇用が成立するような競争的な生産・貿易関係が存在

することがいえる。この点では、HO 理論と同様であるが、定理 2 から、不完全雇用が必然

となる状況も明らかとなる。また、このとき、各国の労働者の実質賃金は上昇するか少な

くとも同等に留まることもいえる。これが Rodrik 対 Mankiw の論争において、Mankiw が

主張しようとしたことである。 
 Ricardo-Sraffa 理論による分析は、しかし、このような分析にかぎられない。いわゆる不

均衡状態の分析も可能である。たとえば、もし財ベクトル y が生産可能集合の極大点にな

ければ、A p ≦ I w を満たすどのような賃金率・価格体系 w, p を取ろうと、 
   < y , p > ＜ < q, w > 
となる。ここで、s は財ベクトル y を純生産する生産規模ベクトルとすると、 
   y = s A かつ s I ≦ q。 
これより、 
  < y, p > = < s A, p > = < s, A p > ≦ < s, I w > = < s I, w > ≦ < q, w >. 
不等式< y , p > ＜ < q, w >を考慮すると、ふたつの不等号≦の双方において等式であるこ

とはできない。したがって、 
   < s, A p > ＜ < s, I w > か、あるいは < s I, w > ＜ < q, w > 
が成立する。前者は、不等式 A p ≦ I w を考慮すると、ある正の snに対し、 
    (A p)n ＜ (I w)n 
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を意味する。これは、技術 n では利潤が負(あいるいは期待利潤率未満)となることを意味す

る。後者は、不等式 s I ≦ q を考慮すると、ある国 k にたいし 
    (s I)k ＜ qk 
を意味する。これは、k 国では失業が生じていることを意味する。まとめると、生産が生産

可能集合の極大点で行なわれていないがきり、ある国のある産業が出血生産(および出血輸

出)を行っているか、すくなくともある国で失業が生じていることを意味する。もちろん、

出血生産と失業が共存する場合もありえる。 
 国際貿易論では、しばしば、閉鎖経済から貿易開始という状況変化を考える。もし世界

経済が一挙に生産可能集合の極大フロンティアに到達できるなら、貿易開始は、失業もな

く、実質賃金も上昇し、資本家にとっても労働者にとっても、貿易の利益が生ずる。しか

し、このような移行は、一気に行なえるとはかぎらない。たとえ、目標とすべき極大点が

分かっていても、原材料の調達や労働者の訓練などに時間がかかる。このような移行過程

は、HO 理論の視野には基本的にないが、Ricardo-Sraffa 理論では主要な分析課題である。 
  

（５）残された課題 
理論に基づく仮説を証拠によって検証し、仮説の当否を確定する。その結果をうけて、理

論の改変・再編成を行うことにより科学は進歩してきた。これが長い科学の歴史から導か

れた科学の発展に関する標準的理解といえよう。しかし、このような理論と証拠の順調な

相互作用という考え方には、対象の複雑さや理論的困難の度合いによっては、かならずし

も科学の進歩を導く指針にはならない。そのことは、物理学自体においても、1970 年代に

標準モデルがほぼ完成して以降の(ひも理論に代表される)素粒子論の歴史から伺える。 
国際貿易論においては、HO 理論については、Leontief パラドックスが出たおかげで、理

論を検証・反証しようとする努力が重ねられてきた。経済学の他の分野と比較すると、理

論と検証との相互作用という点では、めずらしい展開を遂げた分野といってもよいだろう。

しかし、Vanekの等式の実証研究が明らかにしたように、標準的な仮定のもとにおけるHOV
モデルは、ほとんど予測能力をもたなかった。このことから、HO 理論の標準的仮定に修正

を迫られること確かであるが、どのような修正を図るかについては、さまざまな戦略があ

りうる。 
現在までの多くの提案は、HOV モデルを維持しながら、付随的仮定を修正しようとする

ものである。これは科学の進歩において当然試みられるべきものである。そのこと自体に

非難すべき理由はまったくない。試みられるべきもうひとつの戦略は、HO 理論を放棄ない

し棄却して、新しい構想に基づく理論を構築する方向である。Ricardo-Sraffa 理論の提唱は、

こうした研究戦略のひとつである。さまざまな戦略が競争的に進められるのは当然である

が、理論ないし仮説の選択・修正に当たって考慮すべき判断基準(criterion)はどうあるべき

であろうか。それが性急な証拠との一致であってはならないと思われる。 
 HOV モデルの検証は、大規模な検証作業が行われたという意味では模範的なものであっ

たが、加工度の高いデータをもちいて理論そのものを直接的に検証しようとした点に問題

があったと思われる。修正 HOV モデルであろうと、Ricardo-Sraffa 理論であろうと、商品

の貿易方向の推測と実際とを比較して、高い精度を得るのは、用いることのできる貿易統

計その他の性質から難しいのではないかと思われる。 
 そのひとつの証拠として、第２節では、柳田義章氏提供の資料による、日米の輸出商品

の価格比率と輸出量比率とを両対数グラフにプロットしたものを表示した。表 1 は、1972
年のものであるが、別の年度を取っても結果に大きな違いはない。Ricardo-Sraffa 理論や

HO 理論が想定している「製品価格が安い国から高い国へ製品が輸出される」という前提は、
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かなりの程度に崩されている。この原因はいろいろと考えられるが、貿易には、商品の品

質など統計では扱いにくいさまざまな事情が働いており、理論的な考察がそのまま当ては

まる可能性はすくない。 
 だからといって、証拠は無視すべきだと主張しているのではない。理論と証拠との関連

の追求は重要であるが、その検証は、理論そのものを一挙に検証するといったタイプのも

のでなく、理論を構成する個々の小さな仮説については、それぞれその仮説が明確に作用

する領域において検証されるべできあろう。その際、留意すべきことがひとつある。それ

は、検証にあたっては、なるべく加工度の低いデータ同士で関係を見るべきだということ

である。経済の諸変数は、相互に強い相関を示すことが多い。それらを安易に加工すると、

資料の実質的内容が消されてしまう可能性がある。異なる起源をもつ、加工度の小さいふ

たつのデータがある特徴的な傾向を示すとき、そこに何らかの強い相互作用が働いている

可能性がある。 
 証拠との関係は無視すべきではないが、証拠との関係が容易に示せると考えることにも、

問題がある。理論の選択は、証拠との関係においてのみなされると考えるべきではない。

理論構成そのものの妥当性について、総合的・概念的な考察が重要な役割を果たしうるこ

とも否定できない。 
本論文で示したことは、HO 理論および Ricardo-Sraffa 理論を選択する決定的証拠はと

うめん得られそうもないこと、しかし総合的な見地からは、Ricardo-Sraffa 理論の方が HO
理論より優れた構成をもっているということであった。Ricardo-Sraffa 理論は、その概要が

明らかになったばかりであり、理論的にも実証的にまだなされるべきことは多い。そうし

た努力が積み重ねられ、MacDougall(1952)、Balassa(1963)、行澤健三(1976)、柳田義章(1998, 
2002)を超える新しい実証研究が生まれてくると期待したい。 
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